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〈今月の紙面〉

第745号（1）

・〈特別寄稿〉コロナ禍が炙り出す食の脆弱性と
処方箋 （２面）
・家畜改良増殖目標 牛肉の食味向上へ改良

（３面）
・１８年農作業死亡事故、過去最少に （４面）
・屋根散水による施設冷却技術 （５面）
・トウモロコシ作付け拡大に向けて （６面）
・玄米と生稲わらサイレージで成績同等 （７面）
・畜産物需給見通し （８面）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
に
伴
う
緊
急
経
済
対

策
を
盛
り
込
ん
だ
２０
年
度
補

正
予
算
が
４
月
３０
日
、
参
議

院
本
会
議
で
可
決
、
成
立
し

た
。
農
林
水
産
関
係
で
は
、

総
額
５
４
４
８
億
円
｛
う
ち

農
畜
産
業
振
興
機
構
（
Ａ
Ｌ

Ｉ
Ｃ
）
事
業
９
５
０
億
円
｝

を
計
上
。
３
月
に
開
拓
中
央

三
団
体
が
国
及
び
与
党
に
要

請
し
た
事
項
も
取
り
入
れ
ら

れ
て
い
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
の
影
響
に
よ
る
イ
ン

バ
ウ
ン
ド
（
訪
日
客
）
の
大

幅
減
、
外
出
や
イ
ベ
ン
ト
開

催
の
自
粛
、
飲
食
店
の
休
業

な
ど
で
外
食
需
要
が
落
ち
込

み
、
国
産
牛
肉
相
場
の
下
落

が
続
い
て
い
る
。
ま
た
、
業

務
用
を
中
心
に
牛
乳
・
乳
製

品
の
需
要
が
大
き
く
減
少

し
、
需
給
調
整
で
生
乳
が
脱

脂
粉
乳
に
加
工
さ
れ
、
そ
の

在
庫
が
過
剰
と
な
っ
て
い

る
。
畜
産
・
酪
農
へ
の
悪
影

響
が
日
に
日
に
拡
大
し
て
い

る
。
こ
の
た
め
、
営
農
継
続

や
需
要
喚
起
へ
の
措
置
を
講

じ
る
。

農
林
水
産
関
係
予
算
は
、

⑴
農
林
水
産
物
等
の
販
売
促

進
、
飲
食
業
の
需
要
喚
起
⑵

農
林
漁
業
者
・
食
品
関
連
事

業
者
の
事
業
継
続
・
雇
用
維

持
⑶
農
林
水
産
物
・
食
品
の

輸
出
の
維
持
・
促
進
と
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
見
直
し
―

の
三
本
柱
。

⑵
で
は
「
需
要
減
退
の
影

響
の
大
き
い
畜
産
・
酪
農
の

事
業
継
続
の
確
保
」
に
４
５

０
億
円
を
計
上
し
、
経
営
体

等
を
支
援
す
る
。
主
な
事
業

は
次
の
と
お
り
。

▽
肥
育
牛
経
営
等
緊
急
支

援
特
別
対
策
事
業

３
０
５

億
３
千
万
円

①
肥
育
生
産
支
援

畜
産
農
家
が
肥
育
生
産
の

計
画
を
作
成
し
、
経
営
体
質

強
化
に
資
す
る
五
つ
の
取
り

組
み
メ
ニ
ュ
ー（
飼
料
分
析
、

血
液
分
析
、
肉
質
分
析
、
畜

舎
環
境
の
改
善
、経
営
分
析
）

の
う
ち
二
つ
以
上
に
取
り
組

ん
だ
場
合
、
出
荷
頭
数
に
応

じ
て
、
奨
励
金
２
万
円
／
頭

を
交
付
。

※
枝
肉
価
格
が
前
年
同
月

比
３０
％
下
落
し
、
三
つ
以
上

の
メ
ニ
ュ
ー
に
取
り
組
ん
だ

場
合
は
４
万
円
／
頭
、
同
４０

％
下
落
し
、
三
つ
以
上
に
取

り
組
ん
だ
場
合
は
５
万
円
／

頭
を
交
付
。

②
計
画
出
荷
支
援

生
産
者
集
団
が
、
や
む
を

得
ず
ま
と
ま
っ
て
出
荷
時
期

を
調
整
し
、
計
画
的
に
出
荷

を
行
う
場
合
、
出
荷
頭
数
に

応
じ
て
、
掛
か
り
増
し
経
費

（
定
額
）
を
交
付
。

③
牛
マ
ル
キ
ン
生
産
者
負

担
金
の
納
付
猶
予

肉
用
牛
肥
育
生
産
の
事
業

継
続
を
確
保
す
る
た
め
、
肉

用
牛
肥
育
経
営
安
定
交
付
金

（
牛
マ
ル
キ
ン
）
の
生
産
者

負
担
金
の
納
付
猶
予
を
実

施
。

④
畜
産
特
別
資
金
の
緊
急

貸
付
け

通
常
の
貸
付
日
（
５
月
末

日
及
び
１１
月
末
日
）に
加
え
、

当
面
の
間
、
毎
月
末
日
を
貸

付
日
と
し
て
、
緊
急
的
に
融

通
。▽

肉
用
子
牛
流
通
円
滑
化

等
緊
急
対
策

９
億
８
千
万

円
生
産
者
団
体
が
策
定
し
た

計
画
に
基
づ
い
て
、
生
産
者

が
や
む
を
得
ず
肉
用
子
牛
の

出
荷
調
整
を
行
う
場
合
、
計

画
出
荷
に
伴
う
掛
か
り
増
し

経
費（
飼
料
費
等
）を
支
援
。

▽
生
乳
需
給
改
善
促
進
事

業

５０
億
２
千
万
円

在
庫
が
著
し
く
増
加
し
て

い
る
脱
脂
粉
乳
に
つ
い
て
、

乳
業
者
団
体
や
生
産
者
団
体

等
が
業
務
用
か
ら
飼
料
用
な

ど
へ
仕
向
け
先
を
変
更
す
る

取
り
組
み
を
支
援
し
、
需
給

調
整
機
能
を
維
持
。

▽
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
発
生
畜
産
農
場
等

に
お
け
る
経
営
継
続
対
策
事

業

８
億
１
千
万
円

農
場
の
経
営
者
等
に
感
染

が
確
認
さ
れ
た
場
合
、
事
業

継
続
の
た
め
の
代
替
要
員

（
酪
農
ヘ
ル
パ
ー
を
含
む
）

の
派
遣
、
家
畜
の
公
共
牧
場

等
へ
の
緊
急
避
難
、
清
浄
化

・
感
染
拡
大
防
止
の
た
め
の

消
毒
等
に
係
る
経
費
を
支
援

す
る
。

ま
た
、
⑴
で
は
、
需
要
の

減
退
や
輸
出
の
停
滞
な
ど
で

在
庫
が
滞
留
し
て
い
る
農
林

水
産
物
（
農
畜
産
物
で
は
牛

肉
、
果
物
、
花
き
な
ど
）
の

販
売
促
進
の
取
り
組
み
を
幅

広
く
支
援
す
る
。

農
水
省
は
、
こ
の
ほ
ど
策

定
し
た
新
た
な
「
酪
農
及
び

肉
用
牛
生
産
の
近
代
化
を
図

る
た
め
の
基
本
方
針
」
（
酪

肉
近
）
で
、
生
乳
需
要
の
長

期
見
通
し
に
即
し
た
、
１０
年

後（
３０
年
度
）の
生
産
数
量
、

乳
牛
飼
養
頭
数
の
目
標
を
設

定
。
飲
用
向
け
需
要
は
横
ば

い
の
一
方
、
チ
ー
ズ
な
ど
の

乳
製
品
向
け
需
要
は
大
幅
な

伸
び
を
見
込
み
、
生
産
数
量

は
現
状
（
１８
年
度
）
の
７
２

８
万
よ
り
５２
万
㌧
増
の
７
８

０
万
㌧
を
目
標
と
し
た
。

酪
肉
近
は
、
農
業
政
策
の

指
針
と
な
る
新
た
な
食
料
・

農
業
・
農
村
基
本
計
画
（
基

本
計
画
）
と
並
行
し
て
、
概

ね
５
年
ご
と
に
見
直
す
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。
牛
乳
・
乳

製
品
需
要
の
長
期
見
通
し

は
、
人
口
減
少
な
ど
の
影
響

は
あ
る
も
の
の
、
健
康
機
能

へ
の
評
価
の
高
ま
り
で
、
１

人
当
た
り
消
費
量
は
増
加
す

る
と
見
込
ん
だ
。
基
本
方
針

で
は
、
３０
年
度
に
お
け
る
輸

入
品
を
含
む
国
内
消
費
仕
向

量
を
、
生
乳
換
算
で
１
３
０

２
万
㌧
（
１８
年
度
は
１
２
４

３
万
㌧
）と
見
通
し
て
い
る
。

酪
肉
近
の
基
本
的
な
方
向

と
し
て
、
牛
乳
・
乳
製
品
を

安
定
的
に
供
給
し
、
国
内
需

要
を
可
能
な
限
り
国
産
生
乳

で
ま
か
な
う
た
め
、
都
府
県

酪
農
の
生
産
基
盤
の
回
復

と
、
北
海
道
酪
農
の
持
続
的

成
長
が
最
重
要
課
題
と
し
て

い
る
。

生
乳
需
要
の
長
期
見
通
し

に
つ
い
て
は
、
飲
用
向
け
は

地
域
ご
と
に
人
口
の
予
測
な

ど
を
見
込
ん
で
、
現
状
の
４

０
１
万
㌧
と
同
水
準
の
４
０

０
万
㌧
に
設
定
（
表
）
。
乳

製
品
向
け
は
、
チ
ー
ズ
や
生

ク
リ
ー
ム
な
ど
の
需
要
の
増

加
を
見
込
ん
で
、
４９
万
㌧
増

の
３
７
２
万
㌧
と
し
た
。
自

家
消
費
量
８
万
㌧
を
加
え
て

総
需
要
量
を
７
８
０
万
㌧
と

設
定
し
た
。

生
乳
生
産
数
量
の
目
標
も

７
８
０
万
㌧
に
設
定
。
近
年

の
酪
農
経
営
の
動
向
、
自
給

飼
料
基
盤
の
地
域
差
な
ど
を

考
慮
し
て
、
北
海
道
は
４
１

８
万
〜
４
６
２
万
㌧
、
都
府

県
は
３
２
２
万
８
千
〜
３
５

６
万
７
千
㌧
と
し
た
。

飼
養
頭
数
の
目
標
は
、
酪

農
経
営
の
地
域
的
動
向
や
乳

牛
の
生
産
性
の
向
上
な
ど
を

考
慮
し
て
、
現
状
か
ら
６
千

頭
減
の
１
３
２
万
４
千
頭
に

設
定
。
北
海
道
が
７７
万
２
千

〜
８５
万
４
千
頭
、
都
府
県
が

４８
万
５
千
〜
５３
万
６
千
頭
と

な
っ
て
い
る
。

１９
年
度
生
乳
生
産
７
３
６
万
㌧

農
水
省
が
４
月
２４
日
に
発

表
し
た
牛
乳
乳
製
品
統
計
に

よ
る
と
、
１９
年
度
の
全
国
の

生
乳
生
産
量
は
前
年
度
比
１

・
１
％
増
の
７
３
６
万
２
３

７
１
㌧
と
な
っ
た
。

牛
乳
等
生
産
量
の
う
ち
、

飲
用
牛
乳
等
は
前
年
度
並

み
。
乳
製
品
で
は
脱
脂
粉
乳

が
８
・
７
％
、
バ
タ
ー
が
９

・
５
％
そ
れ
ぞ
れ
増
加
し

た
。

中
央
酪
農
会
議
（
中
酪
）

は
４
月
１６
日
、
２０
年
３
月
分

の
指
定
生
乳
生
産
者
団
体

（
指
定
団
体
）
の
「
用
途
別

販
売
実
績
」
を
発
表
し
た
。

１９
年
度
累
計
の
全
国
の
生
乳

総
受
託
乳
量
は
６
９
８
万
８

９
３
４
㌧
と
な
り
、
前
年
度

実
績
を
０
・
４
％
上
回
っ
た
。

４
年
ぶ
り
の
増
産
と
な
っ
た

も
の
の
、
３
年
連
続
で
７
０

０
万
㌧
を
下
回
っ
た
。

地
域
別
の
受
託
乳
量
は
、

北
海
道
が
前
年
度
比
２
・
５

％
増
の
３
９
２
万
８
３
１
５

㌧
（
全
体
の
５６
・
２
％
）
、

都
府
県
は
２
・
２
％
減
の
３

０
６
万
６
１
９
㌧
。
都
府
県

で
は
、
中
国
を
除
き
、
前
年

度
実
績
を
下
回
っ
た（
表
）。

３
月
単
月
の
総
受
託
乳
量

は
前
年
同
月
比
０
・
７
％
増

の
６１
万
３
９
２
１
㌧
で
、
５

ヵ
月
連
続
で
前
年
度
実
績
を

上
回
っ
た
。
用
途
別
販
売
量

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
の
影
響
で
飲
用
牛

乳
等
向
け
が
６
・
６
％
減
っ

た
。
全
国
の
小
中
学
校
等
が

休
校
と
な
り
、
給
食
向
け
の

供
給
が
止
ま
っ
た
こ
と
が
主

な
要
因
。
一
方
、
加
工
用
に

仕
向
け
る
生
乳
が
増
え
、
保

存
性
の
高
い
脱
脂
粉
乳
・
バ

タ
ー
等
向
け
は
１６
・
５
％
増

と
な
っ
た
。

連
盟
・
協
会

総
会
を
開
催

６
月
１２
日
、三
会
堂
ビ
ル
で

全
日
本
開
拓
者
連
盟
及
び

全
国
開
拓
振
興
協
会
は
６
月

１２
日
、
東
京
・
赤
坂
の
三
会

堂
ビ
ル
石
垣
記
念
ホ
ー
ル
に

お
い
て
、
総
会
を
相
次
い
で

開
催
す
る
。
と
も
に
役
員
の

任
期
満
了
に
伴
う
改
選
を
行

う
。午

前
１０
時
か
ら
、
連
盟
が

第
７５
回
通
常
総
会
を
開
催
す

る
。
提
出
議
案
は
、
第
１
号

議
案
＝
１９
年
度
運
動
報
告
及

び
決
算
承
認
に
つ
い
て
、
第

２
号
議
案
＝
２０
年
度
運
動
方

針
に
つ
い
て
―
等
の
６
議

案
。運

動
方
針
案
で
は
、
引
き

続
き
国
内
農
畜
産
業
を
守
る

こ
と
を
基
本
に
「
開
拓
営
農

の
持
続
的
発
展
」
と
「
畜
産

及
び
酪
農
経
営
の
安
定
」
を

念
頭
に
置
き
、
「
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
に
伴

う
影
響
緩
和
運
動
」
な
ど
の

農
政
運
動
を
展
開
す
る
と
し

て
い
る
。

連
盟
通
常
総
会
に
続
い
て

１１
時
か
ら
は
、
振
興
協
会
が

第
８
回
定
時
総
会
を
開
催
す

る
。
提
出
議
案
は
、
第
１
号

議
案
＝
１９
年
度
事
業
報
告
の

附
属
明
細
書
、
貸
借
対
照
表

等
の
承
認
の
件
、
第
２
号
議

案
＝
役
員
の
報
酬
及
び
費
用

に
関
す
る
規
定
の
一
部
改
正

の
件
―
等
の
７
議
案
。
そ
の

ほ
か
、
１９
年
度
事
業
報
告
の

件
、
２０
年
度
事
業
計
画
及
び

予
算
の
件
―
等
が
報
告
さ
れ

る
。２０

年
度
の
開
拓
者
支
援
事

業
は
、
①
研
修
事
業
②
開
拓

情
報
事
業
③
開
拓
営
農
振
興

事
業
④
調
査
・
研
究
事
業
を

計
画
し
て
い
る
。

２０１９年度 指定団体受託乳量

地 域 乳量（トン） 前年度比（%）

北海道 ３，９２８，３１５ １０２．５

東 北 ５０７，２３８ ９７．５

関 東 １，０３３，８８８ ９７．３

北 陸 ７２，８１５ ９５．８

東 海 ３２８，６２２ ９６．０

近 畿 １４３，１９２ ９７．７

中 国 ２７６，５８９ １０１．０

四 国 １０６，６９７ ９７．９

九 州 ５９１，５７９ ９８．４

都府県 ３，０６０，６１９ ９７．８

全 国 ６，９８８，９３４ １００．４

（中酪の資料を基に作成）

地域別の飲用向け需要量見通しと生乳生産量の目標

地 域
飲用向け需要量（万㌧） 生乳生産量（万㌧）

現状
（１８年度）

見通し
（３０年度）

現状
（１８年度）

目標
（３０年度）

北海道 １６．７ １６．６～１７．５ ３９６．７ ４１８．０～４６２．０

都府県 ３８３．８ ３７３．５～３９２．５ ３３１．４ ３２２．８～３５６．７

東北 ２７．７ ２５．２～２６．５ ５５．６ ５２．９～５８．５

関東 １５８．１ １５７．０～１６５．１ １２０．９ １１８．５～１３０．９

北陸 １６．５ １５．６～１６．３ ７．８ ７．７～８．５

東海 ３５．９ ３５．３～３７．２ ２５．６ ２５．１～２７．７

近畿 ６５．２ ６２．９～６６．０ １６．２ １５．５～１７．１

中四国 ３５．１ ３３．４～３５．１ ４０．５ ３９．９～４４．１

九州 ４５．３ ４４．１～４６．３ ６４．８ ６３．２～６９．９

全国計 ４０１ ４００ ７２８ ７８０

需要量：飲用向け４００万㌧、乳製品向け３７２万㌧、自家消費等８万㌧、計７８０万㌧

１９年度

総
受
託
乳
量
４
年
ぶ
り
増
加

畜
産
・
酪
農
経
営
体
を
支
援

北
海
道
2.5
％
増
、都
府
県
は
2.2
％
減

コ
ロ
ナ

対

策

農
水
関
係
補
正
予
算
５４４８
億
円

生
乳
生
産
目
標
７８０
万
㌧
に
設
定

酪肉近

乳
製
品
向
け
需
要
が
大
幅
増
見
込
み

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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頻
発
す
る
輸
出
規

制
に
耐
え
ら
れ
る

食
料
自
給
率
を

新
型
肺
炎
の
世
界
的
ま
ん

延
（
コ
ロ
ナ
・
シ
ョ
ッ
ク
）

へ
の
対
処
策
で
、
物
流
（
サ

プ
ラ
イ
・
チ
ェ
ー
ン
）
の
寸

断
や
人
の
移
動
の
停
止
が
行

わ
れ
、
そ
れ
が
食
料
生
産
・

供
給
を
減
少
さ
せ
、
買
い
急

ぎ
や
輸
出
規
制
に
つ
な
が

り
、
そ
れ
ら
に
よ
る
一
層
の

価
格
高
騰
が
起
き
て
食
料
危

機
に
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ

て
い
る
。
日
本
の
食
料
自
給

率
は
３７
％
、
我
々
の
体
を
動

か
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
６３
％
を

海
外
に
依
存
し
て
い
る
。
輸

入
が
ス
ト
ッ
プ
し
た
ら
、
命

の
危
険
に
さ
ら
さ
れ
か
ね
な

い
。輸

出
規
制
は
簡
単
に
起
こ

り
う
る
と
い
う
こ
と
が
、
今

回
も
明
白
に
な
っ
た
。
Ｆ
Ａ

Ｏ
（
国
連
食
糧
農
業
機
関
）

・
Ｗ
Ｈ
Ｏ（
世
界
保
健
機
関
）

・
Ｗ
Ｔ
Ｏ（
世
界
貿
易
機
関
）

は
共
同
で
、
輸
出
規
制
の
抑

制
を
要
請
し
た
。
し
か
し
、

輸
出
規
制
は
国
民
の
命
を
守

る
正
当
な
権
利
で
あ
り
、
抑

制
は
困
難
で
あ
る
。
過
度
の

貿
易
自
由
化
が
多
数
の
輸
入

依
存
国
と
少
数
の
生
産
国
と

い
う
構
造
を
生
み
、
そ
れ
が

シ
ョ
ッ
ク
に
対
し
て
価
格
が

上
昇
し
や
す
い
構
造
を
生

み
、
不
安
心
理
か
ら
輸
出
規

制
も
起
こ
り
や
す
く
な
り
、

自
給
率
が
下
が
っ
て
し
ま
っ

た
輸
入
国
は
輸
出
規
制
に
耐

え
ら
れ
な
く
な
っ
て
い
る
。

だ
か
ら
、
今
行
う
べ
き
は
過

度
の
貿
易
自
由
化
に
歯
止
め

を
か
け
、
各
国
が
自
給
率
向

上
政
策
を
強
化
す
る
こ
と
で

あ
る
。
自
給
率
向
上
策
は
輸

入
国
が
自
国
民
を
守
る
正
当

な
権
利
で
あ
る
。

一
層
の
貿
易
自
由

化
を
求
め
る
シ
ョ

ッ
ク
・
ド
ク
ト
リ
ン

と
こ
ろ
が
、
Ｆ
Ａ
Ｏ
・
Ｗ

Ｈ
Ｏ
・
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
共
同
声
明

は
、
輸
出
規
制
の
抑
制
と
同

時
に
、
一
層
の
食
料
貿
易
自

由
化
も
求
め
て
い
る
。
輸
出

規
制
の
原
因
は
貿
易
自
由
化

な
の
に
解
決
策
は
貿
易
自
由

化
だ
、
と
は
論
理
破
綻
も
甚

だ
し
い
。
コ
ロ
ナ
・
シ
ョ
ッ

ク
に
乗
じ
た「
火
事
場
泥
棒
」

的
シ
ョ
ッ
ク
・
ド
ク
ト
リ
ン

（
災
禍
に
便
乗
し
た
規
制
緩

和
の
加
速
）
で
あ
り
、
看
過

で
き
な
い
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ

Ｐ
Ａ
、
日
米
貿
易
協
定
と
畳

み
か
け
る
貿
易
自
由
化
が
、

危
機
に
弱
い
社
会
経
済
構
造

を
作
り
出
し
た
元
凶
で
あ
る

と
反
省
し
、
特
に
、
米
国
か

ら
の
一
層
の
要
求
を
受
け
入

れ
て
い
く
日
米
交
渉
の
第
２

弾
は
ス
ト
ッ
プ
す
べ
き
で
あ

る
。
こ
れ
を
機
に
貿
易
自
由

化
が
加
速
す
る
よ
う
な
こ
と

は
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

量
だ
け
で
な
い
、

質
の
安
全
保
障
も

〜
日
本
は
危
険
な

食
品
の
標
的

食
の
安
全
保
障
に
は
量
と

質
が
あ
る
。成
長
ホ
ル
モ
ン
、

除
草
剤
、
防
カ
ビ
剤
残
留
で

リ
ス
ク
の
あ
る
食
料
が
輸
入

基
準
の
緩
い
日
本
を
標
的
に

入
っ
て
く
る
。
国
産
に
は
そ

れ
は
使
わ
れ
て
い
な
い
。
早

く
国
産
シ
フ
ト
を
進
め
な
い

と
質
の
安
全
保
障
も
危
機
に

瀕
し
て
い
る
。
安
全
保
障
の

コ
ス
ト
を
考
え
た
ら
「
国
産

こ
そ
安
い
」
。

国
内
的
に
は
、
一
部
の
企

業
的
経
営
、
あ
る
い
は
、
オ

ト
モ
ダ
チ
企
業
に
農
業
を
や

っ
て
も
ら
え
ば
い
い
か
の
よ

う
に
、
既
存
農
家
か
ら
ビ
ジ

ネ
ス
を
引
き
剥
が
す
よ
う
な

法
律
も
ど
ん
ど
ん
成
立
さ
せ

て
し
ま
っ
た
。
す
で
に
、
メ

ガ
・
ギ
ガ
フ
ァ
ー
ム
が
生
産

拡
大
し
て
も
、
廃
業
す
る
農

家
の
生
産
を
カ
バ
ー
し
き
れ

ず
、
総
生
産
が
減
少
す
る
局

面
に
突
入
し
て
い
る
。今
後
、

「
今
だ
け
、
金
だ
け
、
自
分

だ
け
」
の
オ
ト
モ
ダ
チ
企
業

が
儲
か
っ
て
も
、
多
く
の
家

族
農
業
経
営
が
こ
れ
以
上
潰

れ
た
ら
、
国
民
に
安
全
・
安

心
な
食
料
を
、
量
的
に
も
質

的
に
も
安
定
的
に
確
保
す
る

こ
と
は
到
底
で
き
な
い
。

自
分
た
ち
の
命
と

食
を
守
ろ
う
と
い

う
機
運

ネ
ッ
ト
な
ど
の
コ
メ
ン
ト

で
も
、
こ
れ
を
機
に
生
産
者

と
と
も
に
自
分
た
ち
の
食
と

暮
ら
し
を
守
っ
て
い
こ
う
と

い
う
機
運
が
高
ま
っ
て
き
て

い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

「
国
内
の
農
家
を
守
っ
て
こ

そ
、
日
本
の
家
庭
は
守
ら
れ

ま
す
。
農
民
の
作
っ
た
食
べ

物
を
食
べ
て
人
間
は
生
き
て

い
る
。
農
民
が
人
間
を
生
か

し
て
い
る
。
農
民
の
生
活
を

保
障
す
る
と
人
間
の
命
も
保

証
で
き
る
。
今
は
農
民
の
生

活
が
保
障
さ
れ
て
い
な
い
」

牛
乳
、
乳
製
品
な
ど
は
、

外
食
や
給
食
需
要
の
減
少
で

在
庫
が
増
え
、
生
乳
の
廃
棄

の
懸
念
す
ら
出
て
お
り
、
農

水
省
も
先
頭
に
立
っ
て
、
消

費
を
呼
び
か
け
て
い
る
。
外

食
需
要
な
ど
の
激
減
で
和
牛

も
在
庫
が
積
み
上
が
り
、「
和

牛
券
」ま
で
提
案
さ
れ
た
が
、

こ
こ
に
き
て
、
店
頭
で
も
輸

入
牛
肉
が
売
れ
残
り
、
国
産

が
売
れ
て
い
る
と
の
情
報
も

あ
る
。
国
産
志
向
が
購
買
行

動
に
も
表
れ
て
き
て
い
る
と

し
た
ら
、
明
る
い
兆
し
で
あ

る
。
厳
し
い
コ
ロ
ナ
禍
の
中

で
、
こ
の
よ
う
な
機
運
が
高

ま
っ
て
い
る
今
こ
そ
、
安
全

・
安
心
な
国
産
の
食
を
支
え
、

国
民
の
命
を
守
る
生
産
か
ら

消
費
ま
で
の
強
固
な
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
確
立
す
る
機
会
に

し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

農
家
は
、
自
分
た
ち
こ
そ

が
国
民
の
命
を
守
っ
て
き
た

し
、
こ
れ
か
ら
も
守
る
と
の

自
覚
と
誇
り
と
覚
悟
を
持

ち
、
そ
の
こ
と
を
も
っ
と
明

確
に
伝
え
、
消
費
者
と
の
双

方
向
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化

し
て
、
安
く
て
も
不
安
な
食

料
の
侵
入
を
排
除
し
、
自
身

の
経
営
と
地
域
の
暮
ら
し
と

国
民
の
命
を
守
ら
ね
ば
な
ら

な
い
。
消
費
者
は
、
そ
れ
に

応
え
て
ほ
し
い
。
そ
れ
こ
そ

が
強
い
農
林
水
産
業
で
あ

る
。特

に
、
消
費
者
が
単
な
る

消
費
者
で
な
く
、
よ
り
直
接

的
に
生
産
に
も
関
与
す
る
よ

う
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化

が
今
こ
そ
求
め
ら
れ
て
き
て

い
る
。
世
界
で
最
も
有
機
農

業
が
盛
ん
な
オ
ー
ス
ト
リ
ア

の
Ｐ
ｅ
ｎ
ｋ
ｅ
ｒ
教
授
の

「
生
産
者
と
消
費
者
は
Ｃ
Ｓ

Ａ
（
産
消
提
携
）
で
は
同
じ

意
思
決
定
主
体
ゆ
え
、
分
け

て
考
え
る
必
要
は
な
い
」
と

い
う
言
葉
に
は
重
み
が
あ

る
。
全
国
各
地
域
で
、
行
政

・
協
同
組
合
・
市
民
グ
ル
ー

プ
・
関
連
産
業
な
ど
が
協
力

し
て
、
住
民
が
一
層
直
接
的

に
地
域
の
食
料
生
産
に
関
与

し
て
、
生
産
者
と
一
体
的
に

地
域
の
食
を
支
え
る
シ
ス
テ

ム
づ
く
り
を
強
化
し
た
い
と

こ
ろ
で
あ
る
。

政
策
的
に
は
、
慌
て
て
緊

急
対
策
で
は
な
く
、
危
機
で

農
家
や
中
小
事
業
者
や
労
働

者
が
大
変
に
な
っ
た
ら
、
最

低
限
の
収
入
が
十
分
に
補
て

ん
さ
れ
る
仕
組
み
が
機
能
し

て
確
実
に
発
動
さ
れ
る
よ

う
、
普
段
か
ら
シ
ス
テ
ム
に

組
み
込
ん
で
お
く
。
国
民
の

命
と
暮
ら
し
を
守
れ
る
安
全

弁
＝
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の

あ
る
、
危
機
に
強
い
社
会
シ

ス
テ
ム
の
構
築
が
急
が
れ

る
。
危
機
に
な
っ
て
慌
て
て

も
危
機
は
乗
り
切
れ
な
い
。

農
水
省
が
こ
の
ほ
ど
公
表

し
た「
集
落
営
農
実
態
調
査
」

（
２０
年
２
月
１
日
現
在
）
に

よ
る
と
、
全
国
の
集
落
営
農

に
占
め
る
法
人
の
割
合
は
前

年
に
比
べ
１
・
３
㌽
上
昇
し
、

３６
・
８
％
と
な
っ
た
。

集
落
営
農
数
は
１
万
４
８

３
２
で
、
前
年
に
比
べ
１
１

７（
０
・
８
％
）減
少
し
た
。

組
織
形
態
別
に
み
る
と
、
法

人
が
５
４
５
８
で
１
５
７

（
３
・
０
％
）
増
え
、
非
法

人
は
９
３
７
４
で
２
７
４

（
２
・
８
％
）
減
っ
た
。
安

定
し
た
経
営
体
と
す
る
た
め

に
、
法
人
化
が
年
々
進
ん
で

い
る
。

地
域
別
に
み
る
と
、
東
北

が
３
３
２
５
と
最
も
多
く
、

次
い
で
北
陸
２
３
６
８
、
九

州
２
３
２
１
の
順
。
法
人
は

北
陸
が
１
２
５
９
、
非
法
人

は
東
北
が
２
３
４
６
と
そ
れ

ぞ
れ
最
も
多
い
。
法
人
の
割

合
で
は
、
北
陸
５３
・
２
％
、

中
国
４３
・
７
％
、
東
海
３７
・

７
％
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

集
落
営
農
を
構
成
す
る
農

業
集
落
数
は
５
９
６
減
の
２

万
９
６
７
０
。
集
落
営
農
の

７３
・
１
％
が
１
集
落
で
構
成

さ
れ
て
い
る
。
２
集
落
以
上

の
各
層
の
集
落
営
農
数
割
合

は
、
法
人
で
高
く
な
っ
て
い

る
。

集
落
営
農
を
構
成
す
る
農

家
数
は
１
万
１
５
０
７
戸
減

の
４９
万
４
６
５
戸
。
農
家
数

別
に
み
る
と
、
１０
〜
１９
戸
が

２６
・
６
％
と
最
も
多
く
、
次

い
で
９
戸
以
下
が
１９
・
８
％
、

２０
〜
２９
戸
が
１９
・
１
％
の
順
。

３０
戸
以
上
の
各
層
の
集
落
営

農
数
割
合
は
、
法
人
で
高
く

な
っ
て
い
る
。

農
地
の
現
況
集
積
面
積

（
経
営
耕
地
面
積
＋
農
作
業

受
託
面
積
）
は
全
体
で
４７
・

０
万
㌶
と
な
り
、
０
・
４
万

㌶
減
少
。
法
人
は
２１
・
９
万

㌶
で
０
・
６
万
㌶
増
え
、
非

法
人
は
２５
・
１
万
㌶
で
１
万

㌶
減
っ
た
。

集
積
面
積
の
規
模
別
に
み

る
と
、
１０
㌶
未
満
が
２７
・
２

％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
１０

〜
２０
㌶
が
２３
・
２
％
、
３０
〜

５０
㌶
が
１７
・
８
％
の
順
。
法

人
で
は
、
３０
〜
５０
㌶
が
２５
・

７
％
で
最
も
多
く
な
っ
て
い

る
。活

動
内
容
（
複
数
回
答
）

は
、
「
機
械
の
共
同
所
有
・

共
同
利
用
」
の
８１
・
０
％
が

最
も
多
く
、
次
い
で
「
農
産

物
等
の
生
産
・
販
売
」
７７
・

９
％
、
「
作
付
地
の
団
地
化

な
ど
、
集
落
内
の
土
地
利
用

調
整
」
５６
・
８
％
の
順
。
法

人
で
は
、
「
農
産
物
等
の
生

産
・
販
売
」
が
９９
・
１
％
と

最
も
多
く
な
っ
て
い
る
。

注
：「
集
落
営
農
」と
は
、

集
落
を
単
位
と
し
て
、
農
業

生
産
過
程
に
お
け
る
一
部
ま

た
は
全
部
に
つ
い
て
の
共
同

化
・
統
一
化
に
関
す
る
合
意

の
下
に
実
施
さ
れ
る
営
農
を

行
う
組
織
を
い
う
。

兵
庫
県
の
中
南
部
に
位
置

す
る
小
野
市
は
、
北
播
磨
の

中
心
都
市
で
人
口
約
５
万

人
。
多
く
の
企
業
が
本
社
・

事
務
所
を
置
い
て
い
る
。
農

業
は
水
稲
を
中
心
と
す
る
耕

種
と
酪
農
や
養
鶏
な
ど
の
畜

産
が
バ
ラ
ン
ス
良
く
営
ま
れ

て
い
る
。
戦
後
、
県
内
で
も

開
拓
地
が
集
中
し
た
地
域
で

あ
り
、
開
拓
農
協
が
６
組
合

設
置
さ
れ
た
。

開
拓
地
の
う
ち
、
東
部
の

草
加
野
（
そ
う
か
の
）
地
区

は
現
在
の
大
開（
だ
い
か
い
）

町
に
位
置
す
る
扇
状
台
地
だ

っ
た
。
用
水
難
の
あ
る
原
野

に
、
１
９
４
６
（
昭
和
２１
）

年
か
ら
４７
年
に
か
け
て
、
旧

満
州
か
ら
の
帰
還
者
ら
４０
戸

余
り
が
入
植
し
た
。

４８
年
、
草
加
野
開
拓
農
協

設
立
。米
の
配
給
が
少
な
く
、

生
産
を
目
指
し
た
が
、
高
原

で
水
源
に
乏
し
か
っ
た
。
手

作
業
で
開
墾
し
た
畑
に
サ
ツ

マ
イ
モ
や
ジ
ャ
ガ
イ
モ
な
ど

を
作
付
け
し
、主
食
と
し
た
。

ま
た
、
旱
魃
に
強
い
葉
タ
バ

コ
の
作
付
け
の
許
可
が
出

て
、
貴
重
な
現
金
収
入
源
と

な
っ
た
。

食
料
と
水
の
苦
労
が
続
い

た
。
国
営
事
業
と
し
て
５１
年

に
完
成
し
た
「
東
条
ダ
ム
」

（
東
条
湖
鴨
川
ダ
ム
）
の
水

を
開
拓
地
に
揚
水

す
る
計
画
が
、
５５

年
に
採
択
さ
れ

た
。
５８
年
、
揚
水

ポ
ン
プ
が
始
動

し
、
初
め
て
水
稲

の
作
付
け
を
行
っ

た
。
よ
う
や
く
耕

地
は
水
田
化
さ

れ
、
生
活
は
安
定
す
る
よ
う

に
な
っ
た
。

６０
年
、
開
拓
農
協
は
入
植

１５
周
年
を
記
念
し
て
、
開
拓

神
社
と
記
念
碑
を
建
立
し

た
。
境
内
に
あ
る
記
念
碑
の

碑
銘
は
「
開
拓
碑
」
。

下
部
の
碑
文
に
は
「
宿
望

の
水
田
化
は
、
昭
和
三
十
一

年
着
工
、
同
三
十
三
年
六
月

東
條
ダ
ム
の
揚
水
に
成
功

し
、
今
や
三
十
余
町
歩
の
美

田
を
見
る
。
か
く
て
他
方
、

乳
牛
飼
育
、
煙
草
耕
作
と
相

俟
っ
て
、
漸
く
生
活
の
基
盤

を
築
く
。
こ
れ
一
つ
に
、
我

等
の
親
和
と
協
力
に
よ
る
開

拓
精
神
の
象
徴
で
あ
る
」
と

記
さ
れ
て
い
る
。

（
写
真
は
兵
庫
県
開
連
提

供
）

㊤
開
拓
神
社
㊨
記
念
碑
の
上
部

法
人
割
合
が
３６
・
８
％
に
拡
大

コ
ロ
ナ
禍
が
炙
り
出
す
食
の
脆
弱
性
と
処
方
箋

〈特別寄稿〉

農
水
省
の
２０
年
集
落
営
農
実
態
調
査

東
京
大
学
教
授

鈴
木
宣
弘
氏

兵庫県小野市・草加野開拓地

「開拓碑」
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農
水
省
は
３
月
３１
日
、
家

畜（
牛
、
豚
、
馬
、
め
ん
羊
、

山
羊
）
の
能
力
、
体
型
、
頭

数
な
ど
の
１０
年
後（
３０
年
度
）

の
目
標
を
示
す
新
た
な
「
家

畜
改
良
増
殖
目
標
」
を
定
め

た
。同

目
標
は
、
５
年
ご
と
に

見
直
し
、
策
定
し
て
い
る
。

第
１１
次
と
な
る
今
回
の
目
標

で
は
、
生
産
者
の
高
齢
化
や

後
継
者
不
足
な
ど
を
踏
ま

え
、
省
力
的
な
飼
養
管
理
の

下
で
も
高
い
生
産
性
を
発
揮

で
き
る
家
畜
づ
く
り
を
目
指

す
。
ま
た
、
多
様
な
消
費
者

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
つ
つ
、
生

産
基
盤
の
強
化
を
図
る
。

牛
、
豚
の
改
良
増
殖
目
標

の
要
点
は
次
の
と
お
り
。

【
乳
用
牛
】

遺
伝
的
能
力
評
価
（
ゲ
ノ

ミ
ッ
ク
評
価
）
も
活
用
し
、

繁
殖
性
や
強
健
性
の
改
良
に

よ
り
長
命
連
産
性
を
高
め
、

供
用
期
間
の
延
長
を
図
り
、

生
涯
生
産
性
を
向
上
さ
せ

る
。
ま
た
、
導
入
が
進
ん
で

い
る
搾
乳
ロ
ボ
ッ
ト
へ
の
適

合
性
の
高
い
体
型
等
の
分
析

を
推
進
す
る
。

泌
乳
期
間
中
の
乳
量
の
変

化
が
小
さ
い
牛
は
、
飼
養
管

理
が
比
較
的
容
易
と
な
り
、

併
せ
て
生
涯
生
産
性
の
向
上

も
期
待
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

泌
乳
持
続
性
（
泌
乳
曲
線
の

平
準
化
）
の
高
い
牛
へ
の
改

良
を
推
進
す
る
。

牛
群
検
定
へ
の
参
加
を
促

進
し
、
得
ら
れ
る
情
報
を
基

本
に
、
飼
養
管
理
の
改
善
を

図
る
と
と
も
に
、Ｉ
Ｃ
Ｔ（
情

報
通
信
信
技
術
）
を
活
用
し

た
飼
養
・
繁
殖
管
理
の
効
率

化
を
推
進
す
る
。
経
産
牛
１

頭
当
た
り
の
年
間
乳
量
は
、

現
在
の
全
国
平
均
８
６
３
６

㌔
か
ら
、
９
０
０
０
〜
９
５

０
０
㌔
に
伸
ば
す
。
乳
成
分

は
、
現
在
の
乳
成
分
率
の
年

間
平
均
を
維
持
す
る
た
め
の

改
良
を
推
進
す
る
。

増
殖
目
標
：
総
頭
数
１
３

２
万
頭
（
現
在
１
３
３
万

頭
）
。
う
ち
、
２
歳
以
上
の

雌
牛
９１
万
頭
（
同
９２
万
頭
）

【
肉
用
牛
】

牛
肉
に
対
す
る
消
費
者
の

多
様
な
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
に

対
応
す
る
。
脂
肪
交
雑
は
現

在
の
改
良
量
を
維
持
し
た
上

で
、
日
齢
枝
肉
重
量
や
歩
留

基
準
値
な
ど
肉
量
に
関
す
る

形
質
や
、
食
味
に
関
連
す
る

不
飽
和
脂
肪
酸
（
オ
レ
イ
ン

酸
な
ど
）
等
の
向
上
へ
種
畜

の
選
抜
・
利
用
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
不
飽
和
脂
肪
酸
の
み

な
ら
ず
、
牛
肉
の
ア
ミ
ノ
酸

量
な
ど
、
食
味
に
関
す
る
科

学
的
知
見
の
蓄
積
を
進
め
、

改
良
形
質
の
検
討
を
推
進
す

る
。肥

育
牛
の
肥
育
期
間
は
、

一
律
に
短
縮
を
図
る
こ
と
は

困
難
な
面
が
多
い
。
改
良
面

と
飼
養
管
理
面
か
ら
増
体
性

や
肉
質
な
ど
の
向
上
を
図
り

つ
つ
、
流
通
及
び
消
費
サ
イ

ド
の
理
解
も
得
な
が
ら
取
り

組
む
（
表
参
照
）
。

繁
殖
雌
牛
は
適
正
な
栄
養

管
理
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
な
ど

に
よ
り
、
１
年
１
産
に
近
づ

け
る
。
分
娩
間
隔
は
１２
・
５

ヵ
月
（
現
在
１３
・
２
ヵ
月
）

を
目
指
す
。

遺
伝
的
能
力
評
価
に
基
づ

く
優
良
な
繁
殖
雌
牛
の
増
頭

を
図
る
。
乳
用
牛
に
乳
用
後

継
牛
の
不
足
を
生
じ
さ
せ
な

い
範
囲
内
で
、
受
精
卵
移
植

技
術
を
活
用
し
た
和
子
牛
の

生
産
拡
大
を
推
進
す
る
。

増
殖
目
標
：
総
頭
数
３
０

３
万
頭
（
現
在
２
５
１
万

頭
）
。
う
ち
、
肉
専
用
種
２

４
３
万
頭
（
同
１
７
２
万

頭
）
、
乳
用
種
・
交
雑
種
６０

万
頭
（
同
７９
万
頭
）

【
豚
】

種
豚
の
１
腹
当
た
り
育
成

頭
数
が
改
良
の
先
進
国
と
差

が
あ
る
た
め
、
純
粋
種
豚
の

能
力
の
向
上
に
着
目
し
た
改

良
を
強
化
す
る
。

各
品
種
と
も
、
生
産
コ
ス

ト
の
低
減
を
図
る
た
め
、
１

日
平
均
増
体
量
の
向
上
を
目

指
す
。

国
産
豚
肉
全
体
の
食
味
の

向
上
の
た
め
、
ロ
ー
ス
芯
へ

の
脂
肪
交
雑
の
向
上
を
図

る
。
得
ら
れ
た
肉
質
の
改
良

成
果
に
つ
い
て
、
消
費
者
等

へ
の
浸
透
に
努
め
る
。

肥
育
素
豚
生
産
用
母
豚
の

年
間
離
乳
頭
数
は
２５
・
９
頭

（
現
在
２２
・
９
頭
）
、
肥
育

豚
の
出
荷
日
齢
は
１
８
０
日

（
同
１
８
８
日
）
、
出
荷
時

体
重
は
１
２
０
㌔
（
同
１
１

５
㌔
）
を
目
標
と
す
る
。

増
殖
目
標
：
総
頭
数
８
５

３
万
頭
（
同
９
１
６
万
頭
）

そ
の
ほ
か
、
各
畜
種
で
、

「
能
力
向
上
に
資
す
る
取
り

組
み
」
と
し
て
、
次
の
２
点

を
挙
げ
て
い
る
。

①
疾
病
の
発
生
予
防
及
び

ま
ん
延
防
止
の
た
め
、
防
疫

上
必
要
な
作
業
内
容
を
標
準

化
し
、
記
録
、
点
検
、
見
直

し
が
可
能
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
を

作
成
す
る
農
場
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ

（
危
害
要
因
分
析
・
必
須
管

理
点
）や
畜
産
Ｊ
Ｇ
Ａ
Ｐ（
日

本
版
農
業
生
産
工
程
管
理
）

手
法
の
普
及
を
推
進
す
る
。

②
遺
伝
的
能
力
を
十
分
に

発
揮
さ
せ
、
生
産
性
向
上
を

図
る
た
め
に
は
、
家
畜
を
快

適
な
環
境
で
飼
養
す
る
こ
と

が
重
要
で
あ
り
、
ア
ニ
マ
ル

ウ
ェ
ル
フ
ェ
ア
の
周
知
及
び

普
及
を
推
進
す
る
。

農
林
水
産
政
策
研
究
所
は

４
月
３
日
、
「
２
０
２
９
年

に
お
け
る
世
界
の
食
料
需
給

見
通
し
」
を
公
表
し
た
。
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
発
生

等
に
よ
り
世
界
的
な
不
透
明

感
が
さ
ら
に
強
ま
っ
て
い
る

と
し
た
上
で
、
穀
物
及
び
大

豆
等
の
国
際
価
格
（
実
質
価

格
）
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推

移
す
る
と
予
測
し
て
い
る
。

同
研
究
所
は
毎
年
、
１０
年

後
の
世
界
の
食
料
需
給
見
通

し
を
策
定
し
て
い
る
。今
回
、

１７
年
（
１６
〜
１８
年
の
３
ヵ
年

平
均
値
）を
基
準
年
と
し
て
、

２９
年
の
世
界
の
食
料
需
給
を

見
通
し
た
。
そ
の
結
果
、
中

期
的
に
世
界
経
済
は
よ
り
穏

や
か
な
成
長
と
な
り
、
穀
物

・
大
豆
等
の
食
料
及
び
飼
料

用
需
要
は
、
こ
れ
ま
で
の
伸

び
に
比
べ
て
緩
や
か
で
継
続

し
て
増
加
す
る
見
込
み
。
穀

物
・
大
豆
、
肉
類
及
び
乳
製

品
の
国
際
価
格
の
予
測
は
次

の
と
お
り
（
概
要
）
。

穀
物
・
大
豆
：
人
口
の
伸

び
は
鈍
化
し
つ
つ
も
、
総
人

口
の
継
続
的
な
増
加
、
所
得

向
上
に
伴
う
新
興
国
及
び
途

上
国
を
中
心
と
し
た
食
料
・

飼
料
用
需
要
の
漸
進
的
な
増

加
が
今
後
も
見
込
ま
れ
る
。

生
産
量
は
、
一
部
の
品
目
で

収
穫
面
積
の
減
少
が
み
ら
れ

る
も
の
の
、
主
に
単
収
増
に

よ
っ
て
増
加
す
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
。

国
際
価
格
は
実
質
価
格
ベ

ー
ス
で
資
源
・
穀
物
価
格
高

騰
前
の
０６
年
以
前
の
低
い
水

準
に
は
戻
ら
な
い
も
の
の
、

弱
含
み
の
傾
向
を
や
や
強
め

つ
つ
も
、
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推

移
す
る
見
通
し
（
表
）
。

肉
類
：
生
産
量
及
び
消
費

量
は
、
鶏
肉
の
伸
び
が
最
も

高
く
、世
界
で
需
給
が
拡
大
。

豚
肉
も
ア
ジ
ア
を
中
心
に
消

費
の
伸
び
が
上
昇
す
る
が
、

牛
肉
の
伸
び
は
こ
れ
ら
に
比

べ
て
低
い
。
国
際
市
場
は
、

ア
ジ
ア
な
ど
の
純
輸
入
量
の

増
加
を
、
ブ
ラ
ジ
ル
等
の
中

南
米
及
び
米
国
等
の
北
米
を

中
心
と
す
る
純
輸
出
量
の
増

加
で
ま
か
な
う
見
通
し
。

世
界
経
済
の
減
速
感
か

ら
、
鶏
肉
の
国
際
価
格
の
上

昇
率
は
、
２９
年
に
実
質
ベ
ー

ス
で
４
・
４
％
と
畜
産
物
の

中
で
は
高
く
な
る
も
も
の
、

伸
び
は
や
や
抑
え
ら
れ
る
見

通
し
。
豚
肉
は
疾
病
に
よ
る

供
給
へ
の
影
響
も
あ
り
、
ア

ジ
ア
を
中
心
と
し
た
消
費
量

の
増
加
で
３
・
３
％
上
昇
の

見
込
み
。
牛
肉
の
上
昇
率
は

１
・
６
％
と
主
要
畜
産
物
で

最
も
低
い
と
見
込
ま
れ
る
。

乳
製
品
：
１
人
当
た
り
消

費
量
が
低
い
新
興
国
及
び
途

上
国
に
お
い
て
、
所
得
の
向

上
に
伴
い
消
費
量
は
穏
や
か

に
増
加
し
、
総
人
口
の
継
続

的
な
増
加
に
よ
っ
て
需
要
は

今
後
も
増
え
る
見
通
し
。
国

際
価
格
は
や
や
上
昇
基
調
で

推
移
す
る
見
込
み
。

た
だ
し
、
チ
ー
ズ
は
需
要

の
増
加
に
対
し
て
、
製
造
・

加
工
ま
で
に
か
か
る
期
間
の

違
い
も
あ
り
、
需
要
の
伸
び

は
バ
タ
ー
、
脱
脂
粉
乳
な
ど

に
比
べ
て
低
く
、
上
昇
率
が

鈍
化
す
る
傾
向
は
継
続
す
る

と
見
込
ま
れ
る
。

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、
２０

年
度
の
「
麦
の
需
給
に
関
す

る
見
通
し
」
を
策
定
し
た
。

食
糧
用
麦
の
自
給
率
は
低

く
、
小
麦
で
は
１２
％
（
１８
年

度
・
重
量
ベ
ー
ス
）
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
。
国
内
産
麦
だ

け
で
は
満
た
せ
な
い
需
要
分

は
、
国
家
貿
易
で
計
画
的
に

輸
入
し
て
い
る
。

近
年
、
小
麦
の
１
人
当
た

り
年
間
消
費
量
は
３１
〜
３３
㌔

で
安
定
的
に
推
移
し
て
い

る
。２０
年
度
の
総
需
要
量
は
、

過
去
７
ヵ
年
平
均
の
５
８
０

万
㌧
に
設
定
。
国
内
産
の
流

通
量
は
、
作
付
け
予
定
面
積

等
か
ら
９１
万
㌧
と
見
通
し

た
。小

麦
の
代
替
と
な
る
米
粉

用
国
内
産
米
は
、
ア
レ
ル
ギ

ー
の
原
因
と
な
る
グ
ル
テ
ン

を
含
ん
で
い
な
い
こ
と
か

ら
、
１８
年
度
以
降
、
需
要
が

増
加
。
２０
年
度
の
流
通
量
は

３
万
９
千
㌧
と
見
込
ん
だ
。

外
国
産
小
麦
の
需
要
量

は
、
総
需
要
量
か
ら
国
内
産

小
麦
及
び
米
粉
用
米
の
流
通

量
を
差
し
引
き
、
４
８
６
万

㌧
と
し
た
。
輸
入
量
（
政
府

か
ら
の
販
売
数
量
）
は
、
備

蓄
数
量
の
増
減
分
を
加
え
た

４
８
３
万
㌧
と
見
通
し
た
。

大
麦
・
は
だ
か
麦
の
１
人

当
た
り
年
間
消
費
量
も
、
０

・
２
〜
０
・
４
㌔
で
安
定
的

に
推
移
。
食
物
繊
維
を
多
く

含
み
、
１６
年
度
以
降
、
健
康

志
向
か
ら
需
要
が
増
加
傾

向
。
総
需
要
量
は
過
去
７
ヵ

年
平
均
よ
り
１
万
㌧
多
い
３５

万
㌧
、
国
内
産
の
流
通
量
は

１３
万
㌧
、
輸
入
量
（
同
）
は

２２
万
㌧
と
見
通
し
た
。

新
た
な
食
料
・
農
業
・
農

村
基
本
計
画
で
は
、
３０
年
度

の
生
産
努
力
目
標
を
、
小
麦

は
１
０
８
万
㌧
、
米
粉
用
米

は
１３
万
㌧
、
大
麦
・
は
だ
か

麦
は
２３
万
㌧
に
そ
れ
ぞ
れ
設

定
し
、
増
産
を
目
指
す
。

全
開
連
人
事

（
５
月
１
日
付
）

▽
東
日
本
支
所
東
京
事
業

所
（
事
業
推
進
部
）
蔵
田
雄

己

農
水
省
は
４
月
１４
日
、
１７

年
度
の
「
食
品
ロ
ス
」
（
本

来
食
べ
ら
れ
る
の
に
捨
て
ら

れ
る
食
品
）
の
推
計
値
を
公

表
し
た
。
食
品
ロ
ス
量
は
前

年
度
比
３１
万
㌧
（
５
％
）
減

の
約
６
１
２
万
㌧
と
、
推
計

を
始
め
た
１２
年
度

（
約
６
４
２
万
㌧
）

以
降
で
最
少
と
な
っ

た
。食

品
関
連
事
業
者

か
ら
発
生
す
る
事
業

系
食
品
ロ
ス
（
規
格

外
品
、
返
品
、
売
れ

残
り
、
食
べ
残
し
）

は
２４
万
㌧
（
７
％
）

減
の
３
２
８
万
㌧
、

一
般
家
庭
か
ら
発
生

す
る
家
庭
系
食
品
ロ

ス
（
食
べ
残
し
、
野
菜
や
果

物
の
皮
な
ど
の
過
剰
除
去
、

直
接
廃
棄
）
は
７
万
㌧
（
２

％
）
減
の
２
８
４
万
㌧
と
推

計
し
た
。
事
業
系
食
品
ロ
ス

が
食
品
製
造
業
や
外
食
産
業

で
減
少
し
、
全
体
を
押
し
下

げ
た
。

国
民
１
人
当
た
り
の
食
品

ロ
ス
量
は
１
日
約
１
３
２
㌘

（
茶
碗
１
杯
分
の
ご
飯
の
量

に
相
当
）
、
年
間
で
約
４８
㌔

に
な
っ
た
。

食
品
ロ
ス
に
つ
い
て
は
、

１５
年
に
国
際
連
合
で

採
択
さ
れ
た
「
持
続

可
能
な
開
発
目
標
」

｛
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
エ
ス

デ
ィ
ー
ジ
ー
ズ
）
｝

の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
の
一

つ
と
し
て
、
３０
年
ま

で
に
小
売
り
・
消
費

レ
ベ
ル
に
お
け
る
世

界
全
体
の
１
人
当
た

り
の
食
料
廃
棄
を
半

減
さ
せ
る
こ
と
な
ど

が
盛
り
込
ま
れ
、
近

年
、
国
際
的
に
も
関
心
が
高

ま
っ
て
い
る
。

日
本
で
は
昨
年
１０
月
、
食

品
ロ
ス
削
減
を
国
民
運
動
と

し
て
進
め
る
た
め
、
食
品
ロ

ス
削
減
推
進
法
が
施
行
さ
れ

て
い
る
。

去勢肥育牛の目標数値（全国平均）

２０３０年度

８．０
２８０

２６．０～２８．０
７９０
０．８８
５３０
４．０
７．０
２９０
２５．０
８３０
０．９９
５４０
３．０
７．０
２９０
１９．０
７８０
１．３４
４５０
２．０

（農水省の資料を基に作成）

現在

９．２
２９６
２９．５
７８２
０．７９
５０２
４．２
７．８
２９３
２６．４
８２７
０．９４
５２８
２．８
７．１
２９３
２０．４
７７６
１．１９
４４０
２．０

項 目

肥育開始月齢
肥育開始体重（㎏）
肥育終了月齢
肥育終了体重（㎏）
１日平均増体量（㎏）
枝肉重量（㎏）
肉質等級
肥育開始月齢
肥育開始体重（㎏）
肥育終了月齢
肥育終了体重（㎏）
１日平均増体量（㎏）
枝肉重量（㎏）
肉質等級
肥育開始月齢
肥育開始体重（㎏）
肥育終了月齢
肥育終了体重（㎏）
１日平均増体量（㎏）
枝肉重量（㎏）
肉質等級

品
種

黒
毛
和
種

交
雑
種

乳
用
種

主要品目の実質価格と増減率
（単位 :ドル/t（耕種作物）、ドル/１００㎏（畜産物））

２０２９年（目標年）

増減率
（％）
－０．１
０．４
－０．３
－０．２
２．０
１０．８
１．６
３．３
４．４
１７．５
２０．０
３．３

資料：農林水産政策研究所「２０２９年における世界の食料需給見通し」

実質
価格
１５８
１６０
３９６
１０１
３６２
８０２
４１３
１４６
２８３
５２９
２５３
３９４

基準年
（２０１６―１８年）
の価格

１５８
１５９
３９７
１０１
３５５
７２４
４０７
１４２
２７１
４５０
２１１
３８１

品目

小麦
トウモロコシ
米
その他穀物
大豆
植物油
牛肉
豚肉
鶏肉
バター
脱脂粉乳
チーズ

牛
肉
の
食
味
向
上
へ
改
良

家畜改良
増殖目標

乳
用
牛
は
供
用
期
間
延
長

食品ロス６１２万㌧過去最少
１７年度事業系が減少

穀
物
の
国
際
価
格
ほ
ぼ
横
ば
い

農
林
水
産

政
策
研
究
所

２９
年
ま
で
の
世
界
食
料
需
給
を
予
測

小
麦
、大
麦
等
の
消
費
量
安
定

２０
年
度
の
需
給
見
通
し
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（%） 今後買う量を増やしたい果物

ミ
カ
ン

リ
ン
ゴ

ブ
ド
ウ

モ
モ

ナ
シ

パ
イ
ン

ア
ッ
プ
ル

キ
ウ
イ

フ
ル
ー
ツ

（全体＝2000）
（公財）中央果実協会資料から作成

37.7
31.031.0

20.4 19.9 19.5 18.2 12.912.9

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
「
１８

年
に
発
生
し
た
農
作
業
死
亡

事
故
の
概
要
」を
公
表
し
た
。

農
作
業
中
の
事
故
に
よ
る
死

亡
者
数
は
２
７
４
人
で
、
前

年
か
ら
３０
人
（
９
・
９
％
）

減
少
し
、
７１
年
の
調
査
開
始

以
降
、
最
も
低
く
抑
え
ら
れ

た
。事

故
の
区
分
別
で
は
、
農

業
機
械
作
業
に
係
る
事
故
が

１
６
４
人
で
、
前
年
か
ら
４７

人
減
少
し
た
も
の
の
、
死
亡

者
全
体
の
５９
・
９
％
を
占
め

た
。
そ
の
う
ち
、
機
種
別
で

は
、「
乗
用
型
ト
ラ
ク
タ
ー
」

が
７３
人
と
最
も
多
く
、
全
体

の
２６
・
６
％
を
占
め
た
。
次

い
で「
歩
行
型
ト
ラ
ク
タ
ー
」

が
２４
人
で
８
・
８
％
、
「
農

用
運
搬
車
（
軽
ト
ラ
ッ
ク
を

含
む
）
」
が
１８
人
で
６
・
６

％
な
ど
と
多
く
、
上
位
３
機

種
で
全
体
の
４２
・
０
％
を
占

め
て
い
る
。

機
械
・
施
設
以
外
の
作
業

に
係
る
事
故
は
９７
人
で
、
１７

人
増
え
、
３５
・
４
％
を
占
め

た
。原

因
別
に
み
る
と
、
機
械

事
故
の
う
ち
「
乗
用
型
ト
ラ

ク
タ
ー
」
で
は
「
機
械
の
転

落
・
転
倒
」
が
４６
人
（
当
該

機
種
に
よ
る
事
故
の
６３
・
０

％
）
と
最
も
多
い
。
「
歩
行

型
ト
ラ
ク
タ
ー
」で
は
、「
挟

ま
れ
」が
１１
人
で
４５
・
８
％
、

「
農
用
運
搬
車
」
で
は
「
機

械
の
転
落
・
転
倒
」
が
９
人

で
５０
・
０
％
を
占
め
て
い
る
。

施
設
作
業
に
係
る
事
故
の

原
因
は
、
作
業
舎
の
屋
根
な

ど
高
所
か
ら
の
「
墜
落
、
転

落
」
が
１１
人
（
施
設
事
故
の

８４
・
６
％
）
と
最
も
多
い
。

機
械
・
施
設
以
外
の
事
故

で
は
、
「
熱
中
症
」
が
４３
人

で
（
機
械
・
施
設
以
外
の
事

故
の
４４
・
３
％
）
で
、
調
査

開
始
（
０４
年
）
以
降
、
最
も

多
か
っ
た
。
次
い
で
「
稲
わ

ら
焼
却
中
の
火
傷
」
の
２３
人

で
０４
年
以
降
最
も
多
く
、
２３

・
７
％
を
占
め
て
い
る
。

年
齢
階
層
別
に
み
る
と
、

８０
歳
以
上
の
高
齢
者
が
１
４

４
人
で
５２
・
６
％
と
最
も
多

く
、
次
い
で
７０
代
が
６７
人
で

２４
・
５
％
、
６５
〜
６９
歳
が
２６

人
で
９
・
５
％
と
な
る
な
ど
、

年
代
が
上
が
る
ほ
ど
死
亡
者

は
増
え
て
い
る
。

月
別
で
は
７
月
が
５７
人
で

２０
・
８
％
と
最
も
多
く
を
占

め
、
５
月
が
３１
人
の
１１
・
３

％
、
６
月
が
２８
人
の
１０
・
２

％
と
続
い
て
い
る
。

（注） ≦―５０＜ ≦―２０＜ ≦―５＜ ＜５≦ ＜２０≦

㈱
日
本
政
策
金
融
公
庫
は

こ
の
ほ
ど
、
「
農
業
景
況
調

査
（
２０
年
１
月
調
査
）
」
の

結
果
を
公
表
し
た
。
ス
ー
パ

ー
Ｌ
資
金
ま
た
は
農
業
改
良

資
金
の
融
資
先
の
う
ち
６
６

７
６
先
か
ら
の
回
答
を
集
計

し
た
も
の
。

農
業
全
体
の
１９
年
通
算
景

況
Ｄ
Ｉ
（
前
年
と
比
べ
て
、

「
良
く
な
っ
た
」
の
構
成
比

か
ら
「
悪
く
な
っ
た
」
の
構

成
比
を
差
し
引
い
た
も
の
）

は
、
大
き
く
下
が
っ
た
前
年

（
▲
１１
・
１
）
か
ら
１７
・
１

㌽
増
え
６
・
０
と
持
ち
直
し

た
。
酪
農
や
畑
作
な
ど
で
の

回
復
が
要
因
と
な
っ
た
も
の

と
み
ら
れ
る
。

業
種
別
に
み
る
と
、
畜
産

で
は
、
酪
農
（
北
海
道
：
２５

・
０
↓
３０
・
３
、
都
府
県
：

２
・
５
↓
８
・
４
）
は
、
近

年
の
乳
価
の
上
昇
を
背
景
に

１５
年
以
降
プ
ラ
ス
値
で
推
移

し
て
い
る
。
養
豚
（
▲
２７
・

２
↓
▲
４
・
１
）
は
豚
価
が

回
復
基
調
に
転
じ
た
こ
と
か

ら
上
昇
。
一
方
、
肉
用
牛（
４

・
７
↓
▲
０
・
２
）
は
１７
年

か
ら
低
下
が
続
い
て
い
る
。

耕
種
で
は
、
畑
作
（
▲
２２

・
７
↓
３１
・
６
）
が
前
年
の

天
候
不
順
や
自
然
災
害
な
ど

に
よ
る
低
下
か
ら
大
き
く
回

復
し
た
。
一
方
、
茶
（
▲
１４

・
５
↓
▲
５３
・
１
）
は
、
前

年
の
価
格
低
迷
を
受
け
て
生

産
量
を
抑
え
た
が
、
価
格
が

回
復
し
な
か
っ
た
。
露
地
野

菜（
▲
３
・
４
↓
▲
９
・
３
）、

果
樹
（
２０
・
６
↓
７
・
５
）

な
ど
も
低
下
し
た
。

２０
年
通
年
の
農
業
景
況
Ｄ

Ｉ
は
、
１９
年
よ
り
も
３
・
３

㌽
下
げ
て
２
・
７
と
、
プ
ラ

ス
値
は
維
持
の
見
通
し
。

業
種
別
で
は
、
畜
産
は
、

酪
農
（
北
海
道
：
３０
・
３
↓

１
・
１
、
都
府
県
：
８
・
４

↓
１８
・
４
）
は
堅
調
な
乳
価

を
背
景
に
都
府
県
で
上
昇
が

続
き
、
１５
年
以
降
好
調
を
維

持
し
て
い
た
北
海
道
は
プ
ラ

ス
値
が
下
が
る
見
通
し
。
肉

用
牛
（
▲
０
・
２
↓
▲
１２
・

３
）
は
低
下
が
続
く
と
み
て

い
る
。

耕
種
で
は
、
茶
（
▲
５３
・

１
↓
▲
３７
・
６
）
は
取
り
引

き
価
格
の
低
迷
で
マ
イ
ナ
ス

値
が
続
く
と
見
通
さ
れ
る

が
、
上
昇
の
見
込
み
。
一
方
、

１９
年
に
回
復
し
た
畑
作
（
３１

・
６
↓
▲
６
・
９
）
は
慎
重

な
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
。

（
公
財
）
中
央
果
実
協
会

が
こ
の
ほ
ど
公
表
し
た
「
果

物
の
消
費
に
関
す
る
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
報
告
書
」
に
よ
る

と
、
「
買
う
量
を
増
や
し
た

い
」「
月
１
回
以
上
食
べ
る
」

な
ど
で
、
ミ
カ
ン
、
リ
ン
ゴ

の
人
気
が
高
い
。
果
物
の
週

３
日
以
上
の
摂
取
で
は
、
５０

代
以
上
の
高
年
代
で
男
女
と

も
に
高
い
な
ど
の
傾
向
が
み

ら
れ
た
。

同
調
査
は
、
全
国
の
２０
〜

７０
歳
未
満
の
男
女
２
０
０
０

人
を
対
象
に
行
っ
た
も
の
。

「
買
う
量
を
増
や
し
た
い
も

の
」
で
は
、
ミ
カ
ン
、
リ
ン

ゴ
が
３
割
超
で
他
の
果
物
に

大
き
く
差
を
付
け
て
い
る

（
図
）
。
ミ
カ
ン
は
２０
代
で

男
性
４２
・
４
％
、
女
性
が
４８

・
０
％
と
、
増
加
意
欲
が
最

も
高
か
っ
た
。

「
月
１
回
以
上
食
べ
る
」

で
は
、
ミ
カ
ン
が
５６
・
６
％

と
最
も
高
く
、
次
い
で
リ
ン

ゴ
が
５４
・
５
％
、
キ
ウ
イ
フ

ル
ー
ツ
が
３１
・
５
％
。

多
く
の
品
目
で
６０
代

が
最
も
多
く
食
べ
て

い
る
。
う
ち
、「
週
に

３
日
以
上
食
べ
る
」

は
ミ
カ
ン
が
１８
・
６

％
、
リ
ン
ゴ
１２
・
６

％
、
カ
キ
４
・
９
％

の
順
で
高
い
。

「
ひ
と
月
の
自
分

で
食
べ
る
分
の
支
出

金
額
」
で
は
、
「
０

〜
５
０
０
円
未
満
」
が
３２
・

１
％
と
最
も
高
く
、
次
い
で

「
５
０
０
〜
１
千
円
未
満
」

が
２１
・
８
％
、
「
１
千
円
以

上
〜
２
千
円
未
満
」
が
１６
・

０
％
だ
っ
た
。
２
千
円
未
満

が
２０
代
７９
・
０
％
、
３０
代
７７

・
４
％
、
４０
代
６９
・
２
％
の

順
で
高
く
、
年
代
が
低
い
ほ

ど
購
入
金
額
が
低
か
っ
た
。

「
果
物
（
生
鮮
＋
加
工
品
）

の
摂
取
頻
度
」
で
は
、
「
ほ

ぼ
毎
日
」
が
２５
・
８
％
（
前

年
比
０
・
１
㌽
減
）
で
最
も

高
く
、
次
い
で
「
ほ
と
ん
ど

買
わ
な
い
・
食
べ
な
い
」
が

２１
・
７
％（
３
・
８
㌽
増
）、

「
月
１
〜
３
日
」
が
１９
・
６

％（
０
・
１
㌽
増
）だ
っ
た
。

年
代
別
に
み
る
と
、
男
女
と

も
に
「
週
３
日
以
上
」
は
５０

・
６０
代
で
高
い
傾
向
で
、「
２０

代
男
性
」
の
２７
・
９
％
（
４

・
５
㌽
増
）
と
「
５０
代
女
性
」

の
５２
・
０
％（
０
・
５
㌽
増
）

以
外
の
全
層
で
減
少
し
た
。

神
奈
川
県
足
柄
上
郡
山

北
町
の
高
松
山
の
中
腹

に
、
川
村
小
学
校
（
旧
）

高
松
分
校
（
写
真
）
が
あ

る
。
１０
年
に
廃
校
に
な
っ

た
後
も
、
地
域
住
民
の
希

望
に
よ
り
、
取
り
壊
さ
れ

る
こ
と
な
く
温
存
さ
れ
て
い

る
。同

校
は
戦
後
開
拓
の
入
植

者
が
、
小
学
校
が
遠
く
離
れ

て
い
た
こ
と
か
ら
、
５６
年
に

子
ど
も
た
ち
の
た
め
に
国
庫

補
助
を
受
け
て
開
い
た
。
小

学
校
３
年
生
ま
で
の
児
童
が

登
校
し
、
４
年
生
以
上
の
子

ど
も
は
山
道
を
通
り
、
片
道

７
〜
８
㌔
歩
い
て
本
校
に
通

っ
た
。

同
校
が
所
在
す
る
高
松
地

区
は
、
高
松
山
の
山
中
に
位

置
す
る
。
植
林
計
画
中
だ
っ

た
土
地
を
、
食
糧
増
産
の
た

め
５２
年
に
県
が
買
収
し
、
酪

農
開
拓
地
と
し
て
入
植
者
を

募
っ
た
。
翌
年
に
は
２９
戸
が

入
植
し
、県
か
ら
成
牛
２
頭
、

子
牛
１
頭
、
役
牛
数
頭
の
貸

付
け
を
受
け
て
営
農
を
始
め

た
。山

の
下
部
で
は
戦
時
中
の

食
料
ひ
っ
迫
時
に
山
北
町
の

人
々
が
耕
作
に
出
向
い
て
い

た
。
既
に
畑
の
よ
う
に
な
っ

て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
り
、
試

験
入
植
は
こ
の
よ
う
な
場
所

か
ら
行
わ
れ
た
。
本
格
的
に

入
植
が
始
ま
っ
た
山
の
上
部

・
中
部
の
土
地
は
当
時
道
も

な
い
山
野
で
、
試
験
入
植
し

て
い
た
人
々
の
家
に
寝
泊
ま

り
し
た
。
入
植
者
が
最
初
に

取
り
掛
か
っ
た
の
は
、
地
区

間
（
上
・
中
・
下
）
を
結
ぶ

道
造
り
だ
っ
た
。

資
材
運
搬
の
た
め
に
引
か

れ
た
５
０
０
㍍
に
及
ぶ
索
道

（
ロ
ー
プ
ウ
ェ
イ
）
が
高
松

開
拓
組
合
に
貸
付
け
ら
れ
、

同
校
を
建
て
る
資
材
も
こ
の

索
道
の
荷
台
に
乗
せ
て
運
ば

れ
た
。
５８
年
の
開
拓
道
路
完

成
ま
で
、
索
道
は
荷
物
の
運

搬
な
ど
で
地
域
の
足
と
し
て

活
躍
し
た
。

痩
せ
た
土
地
で
作
物
も
な

か
な
か
育
た
ず
食
べ
物
に
困

り
、
電
気
も
無
く
夜
は
ラ
ン

プ
の
明
か
り
に
頼
っ
た
。
５８

年
に
水
道
が
引
か
れ
る
ま

で
、
沢
の
水
を
汲
む
暮
ら
し

だ
っ
た
。

掘
っ
立
て
小
屋
な
ど
で
暮

ら
し
な
が
ら
、
７０
年
頃
ま
で

入
植
者
が
自
力
で
造
っ
た
農

道
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
舗
装
を

行
う
な
ど
し
た
。

同
校
は
子
ど
も
た
ち
の
教

育
の
場
と
し
て
の
み
な
ら

ず
、
地
域
の
仲
間
た
ち
が
集

ま
る
場
所
と
し
て
も
機
能
し

た
。
同
地
区
で
は
、
現
在
も

１
戸
の
酪
農
家
が
営
農
を
継

続
し
て
い
る
。

（
写
真
提
供
：
山
北
町
役
場
）

農作業中の死亡事故発生状況
（単位 : 人、％）

１４年 １５年 １６年 １７年 １８年
死 亡 者 数 ３５０ ３３８ ３１２ ３０４ ２７４
農業機械作業に
係る事故

２３２
（６６．３）

２０５
（６０．７）

２１７
（６９．６）

２１１
（６９．４）

１６４
（５９．９）

乗用型トラクター ９５
（２７．１）

１０１
（２９．９）

８７
（２７．９）

９２
（３０．３）

７３
（２６．６）

歩行型トラクター ３０
（８．６）

２１
（６．２）

３５
（１１．２）

２８
（９．２）

２４
（８．８）

農 用 運 搬 車 ３２
（９．１）

２５
（７．４）

３７
（１１．９）

２６
（８．６）

１８
（６．６）

自脱型コンバイン １０
（２．９）

８
（２．４）

７
（２．２）

１１
（３．６）

８
（２．９）

動 力 防 除 機 １２
（３．４）

１０
（３．０）

１０
（３．２）

６
（２．０）

８
（２．９）

動 力 刈 払 機 ８
（２．３）

７
（２．１）

１０
（３．２）

１２
（３．９）

６
（２．２）

そ の 他 ４５
（１２．９）

３３
（９．８）

３１
（９．９）

３６
（１１．８）

２７
（９．９）

農業用施設作業に
係る事故

２４
（６．９）

１４
（４．１）

１４
（４．５）

１３
（４．３）

１３
（４．７）

機械・施設以外の
作業に係る事故

９４
（２６．９）

１１９
（３５．２）

８１
（２６．０）

８０
（２６．３）

９７
（３５．４）

性

別

男 ３０５
（８７．１）

２８５
（８４．３）

２５７
（８２．４）

２６６
（８７．５）

２２５
（８２．１）

女 ４５
（１２．９）

５３
（１５．７）

５５
（１７．６）

３８
（１２．５）

４９
（１７．９）

うち６５歳以上層に
係る事故

２９５
（８４．３）

２８４
（８４．０）

２５４
（８１．４）

２５６
（８４．２）

２３７
（８６．５）

注：１（ ）内は、事故発生件数に対する割合である。
２ １７年の年齢については、不明が１名いる。

地
域
の
集
い
の
場
と
し
て
も
活
用

地
域
の
集
い
の
場
と
し
て
も
活
用

１８年農作業死亡事故、過去最少に

神
奈
川
県

山
北
町
高
松
開
拓
・
旧
高
松
分
校

機械事故が約６割占める

１９
年
農
業
景
況
Ｄ
Ｉ
１７
・
１
ポ
イ

ン
ト

増

日本公庫

酪
農
・
畑
作
で
上
昇
、茶
は
低
下

消費者調査

ミ
カ
ン

リ
ン
ゴ「
購
入
増
や
し
た
い
」３
割
超

果
物
、週
３
日
以
上
は
高
年
代
で
高
く

２０年
通年見通し

０.０

▲１０.２

１.１

１８.４

▲１２.３

４.２

２２.４

４.０

１９年
実績

▲２０.２

▲２３.２

３０.３

８.４

▲０.２

▲４.１

▲３８.９

１４.７

１８年
実績

▲１３.７

▲２１.０

２５.０

２.５

４.７

▲２７.２

▲６１.２

１５.９

経営部門

施設花き

きのこ

酪農
（北海道）

酪農
（都府県）

肉用牛

養豚

採卵鶏

ブロイラー

２０年
通年見通し

２.７

▲２.１

８.６

▲６.９

▲３.７

４.２

▲３７.６

１８.３

１９年
実績

６.０

２６.５

１１.４

３１.６

▲９.３

▲２２.４

▲５３.１

７.５

１８年
実績

▲１１.１

▲５１.８

▲１０.７

▲２２.７

▲３.４

▲１.４

▲１４.５

２０.６

経営部門

農業全体

稲作
（北海道）

稲作
（都府県）

畑作

露地野菜

施設野菜

茶

果樹

�

�

�

�

�

�

�

�

農業景況天気図（１８年実績、１９年実績、２０年通年見通し）
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近年、全国的に夏季の著しい高温が
問題となっている。農作物の生育だけ
でなく、生産者の作業にも負担となっ
ている。特に施設園芸では高温対策の
必要性が高まっている。
農研機構野菜花き研究部門は、「屋
根散水による施設内冷却技術マニュア
ル」をホームページで公開した。同機
構が、群馬県農業技術センター、栃木
県農業試験場との共同研究による成果
をまとめたもの。
屋根散水とは
既存の冷却技術として、細霧冷房や
パッドアンドファンなどがあるが、小
規模施設では過剰投資になる場合があ
る。「屋根散水」は、施設屋根上に散

水し、屋根面を冷却することでハウス
内部の気温を下げる方法（図）で、小
規模施設向けの技術として有用。水が
蒸発する際、周囲から気化熱を奪う性
質を利用したもので、冷却効果の９０％
がこの気化熱によるもの。水温の影響
は比較的小さく、屋根全面を広く濡ら
し気化熱をたくさん起こすことで冷却
効果が高まる。
安価で設置できる点がポイントで、
部材は散水チューブや支持具など広く
出回っているものを組み合わせる。設
置作業は２～３人で行うことができ、
必要のない時は簡単に取り外せる。
ただし、水は水質の良いものを使わ
なければならない。汚れた水では、散

水チューブが詰まっ
たり、フィルム面が
汚れたりする。その
ため、地下水が使え
ない場合、水道代が
ランニング（運用）
コストとしてかか
る。また、冷却効果
は天候に左右され、
曇雨天時は水が気化
しにくく十分に効果
を発揮できない。
設置効果
群馬県内のトマト
のパイプハウスで実
施した栽培試験では、晴天日の９～１６
時に１０分間隔で４分散水を行う「間断
散水」とした。その結果、散水しない
場合に比べ裂果の発生率は低下し、上
物収量が多くなった（表）。
使用した部材は、散水資材、不織布、
タイマー付きバルブで、費用は１０ａ当

たり５万７９９０円。一方、収益増加分が
同１１万９９６３円となり、部材費を差し引
き、同６万１９７３円の経済効果が示され
た。
マニュアルは同機構ホームページで
みることができるので、設置方法など
の詳細はそちらを参照のこと。

農研機構九州沖縄農業研究センター
はこのほど、技術マニュアル「混合堆
肥複合肥料の製造とその利用」を公表
した。法改正により公定規格が新設さ
れた同複合肥料は、年々生産量が増え
ている。その特徴や利用事例などをま
とめたもの。
労働力不足による堆肥施用量の減少
や、化学肥料に偏った施肥による地力
低下や土壌養分の不均衡は、連作障害
を発生させており、近年改めて土づく
りの重要性が注目されている。
同複合肥料は、品質管理された堆肥
をベースに、化学肥料などで成分バラ
ンスを整え、造粒及び加熱乾燥したも
の。肥料としての利便性を保ったまま、
土壌に有機物を供給する「土づくり効
果」などが加えられている（図）。
堆肥と肥料を別々に施用する現行の
体系では、堆肥の施用量が多くなる
と、堆肥由来の成分が過剰となり、土
壌養分バランスの不均衡をもたらす。
同肥料の場合、施用成分量を正確に把
握できるため、過不足ない精密な施肥
設計により、土壌成分バランスを適正
に保つことができる。
最大の特徴は、製造工程や形状が化
成肥料と大差なく、同様に使用できる

点。形状は、粒状またはペレット状で
あるため、手作業で散布が可能。機械
施肥にも対応しており、堆肥の場合と
比べて施用にかかる労力が少なくなっ
ている。
原料には腐熟度の高い堆肥を用い、
製造時の加熱乾燥処理を行っているた
め、衛生リスクや雑草リスクが無く、
安全に使える。肥効は、有機入り配合
や有機化成と同程度。価格も、同等の
肥料成分をもつ有機化成に比べて１０～
３０％抑えられている。なお、堆肥単体
で施用する場合と比べて有機物供給効
果は低いため、その補助的手段として
利用する。
マニュアルでは、同複合肥料に切り
替えた場合の栽培事例も示されてい
る。キャベツやレタスなどで、作物の
収量や品質を低下させることなく、施
肥及び土づくりに要するコストを削減
できている。
現在、作物や栽培地域に応じて成分
調製されたものが、各メーカーにより
製造・販売されている。同センターは、
「事例をもとに、自身の作物栽培の中
でアレンジして取り入れてほしい」と
している。マニュアルは同センターホ
ームページからみることができる。

農水省はこのほど、「生産者等の食
品トレーサビリティに関する意識・意
向調査」の結果を公表した。農業者１４７７
人、流通加工業者１０３２人の回答をまと
めたもの。
出荷・販売した農畜産物の出荷記録
を保存している農業者は全体の８６．７％
と、約９割を占めた。その理由（複数
回答）は、「税務・経理事務のため」
が６６．０％、「（事故などの）原因の究
明や農畜産物の回収に対応するため」

が４５．８％、「在庫管理のため」が１４．２％
の順となっている。一方、保存しない
理由では、「必要性を感じないため」
６２．２％、「手間がかかるため」１７．３％、
「伝票類を保存する場所が確保できな
いため」５．６％となっている。
流通加工業者は、８３．６％が出荷記録
を保存している。加工工程の中で原料
をどこに使用したかを追跡する「内部
トレーサビリティ」の実施率は全体で
４６．４％。業種別にみると、食品製造業
は６４．１％、食品卸売業は６３．２％とどち
らも６割を超えている。一方、食品小
売業は４７．０％、外食産業は２５．８％にと
どまっている。

農水省は５月１日から、生産者向
けにスマートフォンアプリ「ＭＡＦ
Ｆアプリ（マフアプリ）」の提供を
開始している。生産者と同省をつな
ぐ新たなコミュニケーションツール
として、情報発信や現場の声を聞く
ことが狙い。
同アプリでは、最初に生産者が設
定した地域、作目、関心事項などに応
じて政策やイベント開催情報等を得
られる。重要な情報は通知機能で知
らせる。誰でも無料で利用可能だが、
通信料は利用者負担。
背景には「政策情報などが届いて
いない、内容がわかりづらい」「現
場の考えや疑問が政策に反映されて
いない」という生産者の声があった。
受信だけでなく、同省からのアン
ケートへの回答や、画像付きで現場
の情報や意見を直接送付するなど、

生産者側からも発信が可能となってい
る。将来的には、現在紙ベースで行わ
れている様々な手続きや申請を、アプ
リから行えるようにする予定。
同省は、生産者との情報の受発信を
直接行うことができる仕組みを構築す
る必要があるとし、今後も機能の充実
を図るとしている。

表 トマトの収量
試験実施年 処理区名 総収量 上物収量 上物律 障害果発生率（％）

（定植日） （ｇ／株）（ｇ／株） （％） 空洞 乱形 チャック 裂果

１７年 散水区 １，４９６ ９０５ ６０．５ ２ ０ ４ ３４
（８／８） 対照区 １，４２４ ７８２ ５４．９ １ ２ ４ ４３

１８年 散水区 １，６２７ １０４３ ６４．１ ３ ０ ３ ２８
（８／９） 対照区 １，６１２ ９５６ ５９．３ ３ ０ ４ ３４

（図は農研機構の資料より作成、表は同機構ホームページより）

農研機構野菜花き研究部門

小規模施設に低コストで簡単設置
屋根散水による施設冷却技術

農水省、生産者向けアプリ提供堆肥より施用しやすく土づくり可能
情報発信などに活用

混合堆肥複合肥料利用マニュアル
アプリのイメージ

図は同マニュアルより引用

「出荷記録保存」
生産者の約９割
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図 1　不耕起栽培の乾物収量
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2000 ～ 2200kg/10a

農研機構の資料より
（原図：岩手県農業研究センター畜産研究所 佐藤真 氏）
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図 2　牧草地とトウモロコシ－飼料ムギ二毛作体系の TDN収量の比較
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永年牧草（年間）
トウモロコシ
晩夏播エンバク
秋播ライムギ

年間 TDN収量は牧草地の 1.5 倍以上をほぼ確保
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静岡県畜産技術研究所 Ｓ牧場

農研機構の資料中の図を一部改変（原図：静岡県畜産技術研究所 高野浩 氏）

農研機構はこのほど、「飼料用トウ
モロコシの作付け拡大に向けた新しい
栽培技術〈２０１９年度版〉」をホームペ
ージで公開した。１５～１９年度にかけて、
同機構及び参画道県の研究機関で得ら
れたトウモロコシ栽培に関する知見や
新技術がまとめられている。その中か
らポイントを紹介する。
上手な品種選び
晩生品種は収量が多い傾向があるも
のの、台風や冷夏の被害を受けて減収
するリスクが高まる。カタログ等で示
されているＲＭ（相対熟度）は大まか
な参考値のため、実際の熟期との逆転
がしばしば起こることに留意する。
冷涼な地域では「すす紋病」、温暖
な地域では「ごま葉枯病」が主に問題
となる。これらの病害に弱い品種もあ
るため、各ほ場で発生しやすい病気へ
の抵抗性品種を選ぶ。また、農業改良
普及センター等でも各地域に適した優
良品種を示している。現在栽培してい
る品種で問題がなくとも、数年に一度
は最新の情報を確認する。

不耕起・簡易耕栽培
省力的な栽培方法として有用だが、
安定多収の達成と省資源化を両立する
施肥管理技術が必要となる。不耕起栽
培では寒冷地のヘアリーベッチを利用
した窒素減肥法、簡易耕栽培は暖地の
二毛作体系に組み込む方法などがあ
る。
寒冷地（岩手県・滝沢市）の事例で
は、堆肥活用型の不耕起栽培が実証さ
れている。これは、不耕起栽培開始前
年に堆肥１５ｔ/１０ａを施用して耕起栽
培を行い、その翌年から３年間、堆肥
を施用せずに不耕起栽培を続ける方法

（化学肥料は毎春施
用）。その結果、１年
当たり約２ｔ/１０ａ
の乾物収量を得るこ
とができた（図１）。
一方、窒素吸収量は
３年目に低下したこ
とから、４年目は耕
起栽培に戻すことが
推奨される。
周年省力栽培
トウモロコシを軸
にした牧草との二毛
作体系は、播種時に
不耕起または簡易耕
とすることで、慣行である耕うん体系
に比べて作業時間を約５割短縮でき
る。
寒冷地（静岡県・富士山西麓）では、

こいし

ほ場作土が浅く礫が多い、傾斜地であ
る、トウモロコシ播種前後の作業が牧
草の一番草収穫と重なるなどの理由で
トウモロコシ等の栽培が限られてい
た。事例では、不耕起対応高速播種機
の活用により、省力的な牧草収穫跡地
への播種ができ、「不耕起トウモロコ
シ－飼料ムギ」の二毛作体系が可能と
なった。栽培試験の結果によると、年
間ＴＤＮ収量は、永年牧草地の１．５倍程
度を確保できている（図２）。

湿害対策
トウモロコシは、他の飼料作物と比
べて耐湿性が低く、排水が良好なほ場
が適している。排水性は、「耕うん同
時畝立て播種技術」で改善を図ること
ができる。これは、アップカットロー
タリと施肥播種機を組み合わせて１０
cm前後の畝に播種する技術で、高い
位置に種子が播かれるため湿害対策と
なる。
留意点として、播種機の種子の詰ま
りに注意しなければならない。また、
畝立て播種は倒伏が起きやすいため、
湿害の発生していないほ場では行わな
い。

梅雨を迎えるに当たり、湿度が高く
なる環境が続くことになる。サイレー
ジの変敗やカビの発生が多くなること
が心配される。飼料の品質低下や廃棄
を防ぐために重要な点を改めて確認し
たい。
飼料の水分含量１５～２０％以上でカビ
が発生。中には、牛に有害なカビ毒を
産生するものもある。牛は反すう胃の
機能により、他畜種に比べてカビ毒の
影響を受けにくいとされている。しか
し、カビ毒を生じなくても、カビが増
殖した飼料は栄養価値が低下する。牛

の嗜好性も落ち、食欲不振が原因で健
康を損なう危険性もある。
飼槽周りに注意
食べ残しは腐敗しやすく、飼槽や水
槽周りの清掃はこまめに行っておく。
また、飼槽に凸凹があると飼料片やヨ
ダレが残り腐敗を助長するので、コン
クリート補修材で平らにし、レジンな
ど耐久性がある資材で補強する。ＴＭ
Ｒやサイレージは、飼槽で発熱（二次
発酵）していないかもチェックしてお
く。
また、サイレージは気温の上昇に伴

って変敗しやすくなり、品質が不安定
になりがちである。腐敗部位を取り除
いた上で給与する。
適切な調製と貯蔵
粗飼料の変敗やカビが発生しないよ
う、収穫後は適切に調製・貯蔵するこ
とが重要である。
乾草調製は、３～４日間晴天が続く
と予想される日に刈り取り、貯蔵時の
水分含量は１５％以下に抑える。刈り取
り後も糖分を消費し続けるので、でき
るだけ速やかに乾燥させる。調製に適
した日数は限られるので、適期を逃さ
ないよう収穫計画を立てる。貯蔵場所
は、風通しの良い環境とする。

バンカーサイロからサイレージを取
り出す際は、できるだけ空気が入らな
いよう丁寧に行う。明るい時間帯に変
敗状況を確認しながら取り出すことが
重要。バケットで下からすくい上げる
と空気が流入しやすいので、上から削
るように取り出すことを心がける。取
り出し後は速やかにシートで覆い、シ
ートの破損はテープなどで早急に補修
する。
ＷＣＳなどロールベールで保存して
いるものは、材料草とラップフィルム
の間に空気が入ると腐敗を招く。保管
中やむを得ず移動させる際は、ロール
を変形させないよう丁寧に取り扱う。

（公財）日本乳業技術協会は、１９年
（１～１２月）の全国集乳路線別生乳成
分調査の結果をまとめた。全国の乳業
会社９社の協力を得て実施したもの。
工場に搬入された生乳をローリー単
位で調査路線数とし、１９年は７９３３路線
（前年比５７路線増）が対象となった。
調査対象乳量は、全生乳生産量の
４１．６％を占める。
乳脂率の全国通年平均は、３．９２７％

（０．０１３㌽増）となった。全国通年平均
を上回った地域は、北海道の３．９３８％の
みだった。一方、最も低い地域は東海
の３．８３３％となっている。
乳脂率３．９％以上４．０％未満の層が最
も多くを占め、全体の２５．９％（１．２㌽増）
となっている。３．５％以上３．６％未満は
１．６％（０．２㌽増）と微増、３．５％未満は
１．０％（同率）だった。北海道、東北、
東山、近畿で３．６％未満の割合が全国平
均より高くなっている。
無脂乳固形分の全国通年平均は

８．７９１％（０．００１㌽増）となっている。

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、学校給食向け牛乳のキャ
ンセルや飲食店等の休業など、牛乳
消費が低迷している。農水省は、生
乳生産がピークとなる６月に向けて
消費を促進するために、４月２１日か
ら「日本の牛乳を救う『プラスワンプ
ロジェクト』」を緊急スタートした。
生乳生産量は増えていくが、牛乳
消費が低迷し、余った分は乳製品向
けとなる。しかし、乳業メーカーの乳
製品の製造能力を超えた生乳は行き

場を失い廃棄せざるを得ない状況とな
る恐れがある。同省は、ピークを乗り切
れば廃棄の危機を回避できるとしてい
る。
プロジェクトでは、「毎日牛乳をも
う（モ～）１杯。育ち盛りは、もう（モ
～）１パック」をキャッチコピーとし、
ポスターや動画を通じて、消費者に牛
乳やヨーグルトを普段より１本多く購
入してもらうよう協力を求めている。
家庭内での消費も伸ばすために、同省
ホームページでは牛乳を使った料理レ
シピなどを紹介している。生産量を短
期的に調整するのが難しいため、少し
でも多く買うことが酪農家への応援に
つながることとなる。

農研機構畜産研究部門

最新の不耕起・簡易耕栽培技術など紹介
トウモロコシ作付け拡大に向けて

梅雨時期のサイレージ給与丁寧に
変敗による品質低下防ぐ

プラスワンプロジェクトプラスワンプロジェクト
農水省、牛乳消費を促進

乳脂率平均３．９２７％に上昇
１９年 集乳路線別調査
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図　出荷前 6ヵ月間の全体乾物摂取量（濃厚と粗飼料の合計）
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肉用牛経営に占める飼料費の割合は
高く、輸入飼料に依存している。穀物
価格の国際変動に影響されやすいなど
の問題点があり、天災などの緊急時に
リスクが高い。
低コストで自給飼料を生産・利用す
るため、経営体（府県自給飼料）コン
ソーシアム（事務局：農研機構）は「水
田飼料作を基盤とする資源循環型牛乳
・牛肉生産の手引き―牛肉生産技術編
―」を公表した。その中から、富山県
農林水産総合技術センター畜産研究所
の研究成果「玄米と生稲わらサイレー
ジを活用した黒毛和種肥育」を紹介す
る。
◇試験方法
肥育後期の黒毛和種去勢牛を「試験

区」と「対照区」にそれぞれ５頭ずつ
供試した（父は家畜改良事業団の種雄
牛が主）。
試験区は、出荷前の６ヵ月間、市販
の配合飼料の３０％を破砕玄米で代替
（乾物中２５．７％）し、配合飼料
（５８．３％）、粗飼料に生稲わらサイレ
ージ（１２．５％）のほか、大豆粕（３．５％）
を給与。対照区では市販配合飼料
（９１．０％）と稲わら（９．０％）を給与。
両区とも平均約２７ヵ月齢で出荷した。
◇結果
生稲わらサイレージは嗜好性がよ

く、粗飼料、粗飼料＋濃厚飼料ともに
乾物摂取量は試験区が対照区を上回っ
た（図）。
飼料費は、飼料単価の低下等により

対照区と比べて１日
当たり３０円（５．８％）、
１㎏増体当たり１３円
（１．８％）低減した。
１頭当たり販売価格
では、対照区よりも
試験区が８万７４７３円
上回った。
肥育成績のうち、出荷体重は対照区
と同等の成績が得られるとともに、枝
肉重量や肉質の枝肉成績も対照区と同
等の成績だった（表）。一価不飽和脂
肪酸の割合及びアミノ酸含有量は、対
照区と同等の値を示したが、アミノ酸
のうち抗酸化作用を持つ成分は試験区
で多くなり、差別化できる可能性が示
された。
以上のことから、肥育後期に破砕玄
米と生稲わらサイレージを給与して
も、従来と同等の肥育成績、枝肉成績
を得ることが出来るとともに、地域で
生産された飼料の利用により特色ある
牛肉生産に役立つとみられた。
※「生稲わらサイレージ」は刈り取

り直後の稲わらに乳酸菌製剤を加えて
サイレージ化し、長期保存を可能とし
たもの。

農研機構中央農業研究センター鳥獣
害グループの竹内正彦氏による、「畜
舎への野生動物侵入の実態とその対
策」の資料から、肉用牛の濃厚飼料の
取り扱いの注意点などについて紹介す
る。
第一に、野生鳥獣の中でも特にイノ
シシに着目し、「慣れる」から「食べ
る」に段階が移っていくことに注意が
必要であるとしている。初めはどんな
対策でも有効だが、それは警戒心があ
るためであり、慣れてしまうと何でも
なくなる。畜舎にエサがあると学習さ
れることで被害が増える。肥育牛舎の

濃厚飼料は、タケノコやドングリでエ
ネルギーを蓄えているイノシシにとっ
て、食物条件の厳しい冬や夏にはとて
も魅力的なものとなる。
対策には、まずはイノシシの特性を
知ることが重要。「飛ぶ」よりも先に
「もぐりたい」生き物であることを頭
に置いた対策が求められる。防護柵な
どを設けた場所も、最初にイノシシは
もぐろうと探るため、地際にすき間な
どができないよう点検する。
扉を閉めていてもすき間などがあれ
ば侵入してくる。他にも、アライグマ
やタヌキは登って畜舎上部のすき間や

配管からも侵入するため、小
さなすき間でも極力残さず対
策することが必要。
電気柵や金網柵を畜舎の周
りに設置することも有効であ
る。金網柵を突破される場合、
ほとんどは設置や管理に重大
なミスがある。まずは何故そ
の場所が突破されたのか、原
因を確認することが大切。新しい柵に
張り替えるより、以前の柵に新しい柵
を加えることで、イノシシにとって複
雑でハードルの高い対策になる。
牛舎への進出ルートを遮断するた

め、周囲の草刈りをしておくことも重
要。やぶは昼間から隠れることができ、
休み場であり、すみかになる。刈り払
って進出経路の環境を改変すること
で、警戒して侵入をためらわせる効果

が期待できる。
エサを食べさせない・住みかを作ら
せないことが重要となる。いきなり完
璧な対策は求めず、一つずつでも対策
をすれば食べられるエサは確実に減ら
せるという考え方で臨む。野生動物に、
面倒な人間がいると学習させることが
重要であるとしている。
出典：公開セミナー「野生動物と家
畜伝染病」（於：宮崎大学、２０２０）

牛の遺伝資源の確実な保護のため、
新たな保存方法の開発が望まれてい
る。
宮城県畜産試験場と高知大学は共同
で、保存食品などで使われている「フ
リーズドライ」技術による凍結乾燥精
子を用いて、世界で初めて子牛の生産
に成功した。
【方法と結果】
宮城県の種雄牛から精液を採精し、
高知大学まで冷蔵輸送した。凍結乾燥
機にて保存容器内で乾燥し、再び宮城
県へ輸送した。半年間－３０℃で保存し、
１９年７月に保存容器に水を入れ、顕微

授精｛顕微鏡下で人の手と連動し
た装置を用いて授精を行う方法
（写真）｝で卵子に精子１個を注
入し、受精卵を作出した。８日後に同
県内の酪農家のホルスタイン種雌牛に
受精卵の移植を行った。２０年４月に雌
子牛が誕生し、今も元気に育てられて
いる。
【期待される効果】
現在、人工授精や体外受精に用いる
精子は液体窒素の中で保存されてい
る。しかし、１ヵ月に１回程度液体窒
素を補充する必要があり、液体窒素生
産による環境負荷などの影響も心配さ

れる。また、大災害があった時など、
貴重な遺伝資源が失われる危険があ
る。フリーズドライによる精子の－
３０℃保存が可能になったことから、
液体窒素を使わずに牛の遺伝資源を
守ることができる方法として期待さ
れる。
今後の課題として、冷凍庫での長
期保存が可能なものの、常温保存が
可能か、コストの問題などを検討す
るとしている。

イノシシのもぐり込みを防ぐ対策
（プラスチックネット）の例

農畜産業振興機構はこのほど、２０年
３月販売分の肉用牛肥育経営安定交付
金制度（牛マルキン）の補てん金単価
（確定値）を公表した。交雑種と乳用
種で補てんが行われる。新型コロナウ
イルス感染拡大の影響などから、交雑
種は２ヵ月連続、乳用種は４５ヵ月連続
の発動となる。
１頭当たりの補てん金単価は、交雑
種が１１万６７１５．６円、乳用種が５万
４５６２．５円となった。前月に比べて交雑
種が９万２５９３．８円、乳用種が１万
５２４３．３円増額した。交雑・乳用種とも
に販売価格の低下と物財費の上昇によ
る。

写真：竹内正彦氏の資料から

表 各区の枝肉成績

試験頭数
試験区 対照区
５ ５

枝肉重量（㎏） ５２１．０±４８．２ ４８５．８±５０．２
ロース芯面積（㎠） ５９．４ ５９．８
ばら厚（㎝） ８．８ ８．２
皮下脂肪厚（㎝） ２．５ ２．７
歩留基準値 ７４．２ ７４．１
脂肪交雑（BMS №） ６．４ ７．２
肉色（BCS №） ３．８ ４．０
締り・きめ等級 ４．２ ４．０
脂肪色（BFS №） ３．０ ３．２

等級（頭）
A5 １ １
A4 ３ ３
A3 １ １

図・表ともに農研機構・富山県農林水産
総合技術センター畜産研究所の資料から

富山県農林水産総合技術センター畜産研究所

玄米と生稲わらサイレージで成績同等
黒毛和種
肥育後期飼料費約６％削減

野生動物の侵入に用心
イノシシの「もぐり込み」対策を

肥育牛舎
�

肥育牛舎

フリーズドライ精子の顕微授精 交雑・乳用種ともに増額世界初、フリーズドライ精子で子牛誕生
牛マルキン３月分遺伝資源保護の新たな方法に

ガラス
ピペット
で精子を
注入

ガラス
ピペット
で精子を
注入ウシ卵子ウシ卵子

写真提供：高知大学農林水産海洋学部 松川和嗣氏
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交雑種去勢牛枝肉単価の推移（東京食肉市場）

円
／
kg（
税
込
み
）

2 3 4

19年B3

19年B2

20年B3

20年B2

1,200

1,400

1,600

豚枝肉豚枝肉

外出自粛の継続
で外食需要の回
復は厳しい状況

４月の枝肉相場は中旬以降、日を追
うごとに下がった。１６日、新型コロナ
ウイルスの感染拡大に伴う緊急事態宣
言の対象地域が全国に拡大し、需要が
さらに落ち込んだ。
【乳去勢】４月の東京市場乳牛去勢
Ｂ２の税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は８５９円（前年同月比８１％）
となり、前月に比べ９９円下げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、５月の乳用種の全国出荷頭数は、
２万４３００頭（９３％）と減少を見込んで
いる。
【F１去勢】４月の東京市場の交雑種

（F１）去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ３
が１２０７円（前年同月比７４％）、Ｂ２は
１０４７円（６９％）となった。前月に比べ
それぞれ１１６円、７２円下げた。
同機構は５月の交雑種の全国出荷頭
数を１万７９００頭（９５％）と、減少基調
が続くと予測している。

【和去勢】４月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が１７０６
円（前年同月比７１％）、Ａ３は１５１６円
（６８％）となった。前月に比べそれぞ

れ１４０円、１３５円下げた。Ａ５は２６０円安
の２０５４円（７５％）と前月に続き大きく
下げた。
同機構は５月の和牛の全国出荷頭数
は３万５４００頭（１０２％）と、引き続き前

年同月を上回ると予測して
いる。全品種の出荷頭数は
７万８８００頭（９８％）と予測
している。
一方、５月の輸入量は総
量で４万７４００ｔ（９８％）と
予測。内訳は冷蔵品が２万
１８００ｔ（９４％）、冷凍品が
２万５６００ｔ（１０１％）。冷蔵
品は、新型コロナウイルス
感染拡大の影響で需要減少
が見込まれることから、前
年同月を下回る予測。冷凍
品は、同様に需要減少が見
込まれるものの、前年同月
の輸入量が少なかったこと

から、わずかに上回ると見込んでいる。
今後も外出自粛や在宅勤務が継続す
るとみられる。外食需要の回復は厳し
い状況が続く。需要減退の中、内食・中
食向けで牛肉の一定の引き合いに期待
がかかるが、相場は総じて弱もちあい
の展開が予想される。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が８５０～
９００円、F１去勢Ｂ３が１２００～１２５０円、Ｂ
２は１０５０～１１００円、和牛去勢Ａ４が
１６５０～１７５０円、Ａ３は１５００～１６００円で
の相場展開か。

出荷頭数平年比
減、内食需要で
堅調な展開か

４月の東京食肉市場税込み平均枝肉
単価は、上物が６１１円（前年同月比
１１４％）、中物は５８８円（１１５％）となっ
た。前月に比べそれぞれ１２９円、１５１円
上げた。新型コロナウイルス感染拡大
の影響で内食需要がさらに高まり、中
旬以降、高値の展開となった。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、５月は１３１万１千頭（前年同月比
９７％、過去５年同月平均比９８％）、６
月は１２５万７千頭（１０４％、９８％）と平年
を下回って推移すると見込んでいる。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、５月の輸入量は総量で７万１６００ｔ
（前年同月比８５％）の見込み。内訳は
冷蔵品が３万２０００ｔ（９２％）、冷凍品

が３万９６００ｔ（８０％）。冷蔵品は、現
地工場が新型コロナウイルス感染拡大
防止のため閉鎖したことによる生産減
少から、冷凍品は同病の影響で外食産
業を中心に需要減少が見込まれること
から、ともに前年同月を下回ると予測
している。
また、国産品と輸入品を合わせた出
回り量は前年同月比０．７％減、多かった
期末在庫は同１．５％増に縮小すると見
通している。
外出自粛の継続で、引き続き内食需
要が見込まれる。出荷頭数が平年比で
減少予測の一方、家庭消費向け需要の
増加により、堅調な相場が続くことが
予想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が６２０～６５０円、
中物は５７０～６００円での相場展開か。

枝肉相場下落で
乳牛・和子牛と
もに弱基調

【乳素牛】４月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、月末の
取引結果を除く暫定値）は、乳去勢が
２２万１９８８円（前年同月比９４％）、F１去
勢が４０万６５８円（７７％）だった。前月に
比べそれぞれ８３７７円、３万５２２３円下げ
た。 F１去勢は枝肉相場の下落により、
前月に続いて大きく下げた。
枝肉相場は全体的に弱もちあいの展
開が予想されており、素牛価格も弱含
みの展開か。
【スモール】４月の全国２４市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が１１万

１３４７円（前年同月比７７％）、F１（雄雌
含む）は２０万５２７３円（６４％）となった。
前月に比べそれぞれ１万５８０５円、８３５３
円下げた。
今年は取引頭数により平均価格が上
下しているが、ともに下げ基調。枝肉
相場の低迷から、下押しの展開か。
【和子牛】４月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、６４万
８８０９円（前年同月比７８％）となった。
新型コロナウイルスの感染拡大で、特
に和牛が打撃を受けており、前月に比
べ３万６１７３円安とさらに下げた。
和牛枝肉の需給改善の見通しが不透
明な状況。例年、子牛の需要が弱まる
時期に入るため、弱もちあいの展開が
予想される。

農水省は４月１４日、１８年次（１～
１２月）の食肉の消費構成割合を公表
した。家計消費（内食：精肉を家で
調理して消費）の割合は、前年に比
べ牛肉と鶏肉は同率で、豚肉は１㌽
上昇した。
食料需給表に基づく年次ベースで
の「推定出回り量」、畜種ごとの「家
計消費」「加工仕向け」「その他（外
食、中食など）」の割合を、関係資
料を基にそれぞれ算出した。
畜種別に消費割合の多い順をみる
と、牛肉は、その他が６３％（前年比
同）、家計消費が３１％（同）、加工
仕向けが６％（同）。その他が０８年
から増え、６割台前半で推移してい
る。一方、家計消費は豚肉、鶏肉に
比べて少なく、３割台前半で推移し
ている。
豚肉は、家計消費５０％（１㌽増）、

その他２７％（同）、加工仕向け２３％（１
㌽減）の順。近年、家計消費が増えて
５割前後となり、加工仕向け、その他
は微減。牛肉、鶏肉に比べ、加工仕向
けの割合が高い。
鶏肉は、その他５４％（１㌽増）、家
計消費４０％（同）、加工仕向け６％（１
㌽減）の順。それぞれの割合はほぼ横
ばいで推移している。
なお、食糧自給表によると、１８年度
の１人・１年当たり純食料は、牛肉が
６．５㎏（前年度比０．２㎏増）、豚肉が
１２．９㎏（０．１㎏増）、鶏肉が１３．８㎏
（０．４㎏増）となっている。

４月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 円／kg

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ８３７ ８５３ ２９５ ２９５ ２２２，０５４ ２３３，３０１ ７５３ ７９１
Ｆ１去 １，１４１ １，２５８ ３２０ ３１６ ４１４，３３５ ４４６，０２８ １，２９５ １，４１１
和去 １，２４５ １，４４３ ３１２ ３１０ ６６０，４４７ ６８４，９９６ ２，１１７ ２，２１０

東 北
乳去 ２ ２ １４８ １８７ ６７，６５０ ９５，１５０ ４５７ ５１０
Ｆ１去 ７ ８ ３１４ ２７１ ３０８，６２９ ３０７，１７５ ９８２ １，１３６
和去 ２，０２６ ２，２４６ ３０５ ３０４ ６１６，４２４ ６５１，１４９ ２，０２１ ２，１４２

関 東
乳去 ６１ ３７ ２７７ ２９５ ２６５，０２７ ２８６，１１９ ９５５ ９７１
Ｆ１去 １３３ １３８ ３０４ ２９７ ４１１，９４６ ４３４，１６５ １，３５６ １，４６２
和去 ９３３ ７７０ ２６３ ２５５ ６１９，７８８ ６２８，０３０ ２，３５７ ２，４５９

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 － － － － － － － －
和去 ５８ ４３ ２７３ ２９０ ６４８，０８９ ６７０，０５３ ２，５３６ ２，３１１

東 海
乳去 １４ ９ ２８８ ２８４ ２３１，３１４ ２２９，２８８ ８０２ ８０７
Ｆ１去 ５２ ４６ ２９６ ３０４ ３３１，５４３ ４１４，７７２ １，１２１ １，３６５
和去 ２８３ ４４８ ２６６ ２６５ ６７５，３０６ ７７０，２３３ ２，５３６ ２，９０７

近 畿
乳去 １ － １５３ － １３５，３００ － ８８４ －
Ｆ１去 ３ － ２４１ － ４１３，９６６ － １，７１８ －
和去 ３６９ ４８０ ２５７ ２５８ ５７６，８１６ ６３２，２２７ ２，２４３ ２，４５４

中 四 国
乳去 ９９ ９８ ２７２ ２７１ １９４，６１１ １８９，６８２ ７１６ ６９９
Ｆ１去 ２３４ ２２８ ３１５ ３０７ ３７４，１６４ ４０５，３３１ １，１８９ １，３２１
和去 ９９８ ９１７ ２８９ ２８７ ５９４，９６８ ６７１，５８３ ２，０６０ ２，３３７

九州・沖縄
乳去 ２７ ２５ ３１０ ２９７ ２３２，９１５ ２１８，３２８ ７５１ ７３６
Ｆ１去 ３１６ ３２４ ３１４ ２９７ ３７９，４３０ ４２４，８９２ １，２０８ １，４２９
和去 ７，２４７ ９，４０９ ２９２ ２８９ ６６９，６５１ ６９７，５３９ ２，２９２ ２，４１３

全 国
乳去 １，０４１ １，０２４ ２９２ ２９２ ２２１，９８８ ２３０，３６５ ７６０ ７８９
Ｆ１去 １，８８６ ２，００２ ３１６ ３１０ ４００，６５８ ４３５，８８１ １，２６８ １，４０６
和去 １３，１５９ １５，７５６ ２９２ ２９０ ６４８，８０９ ６８４，９８２ ２，２２２ ２，３６２

注：（独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

２０１８年次 食肉の消費構成割合
（％）

家計消費 加 工
仕向け

その他
（外食等）

牛 肉 ３１ ６ ６３
豚 肉 ５０ ２３ ２７
鶏 肉 ４０ ６ ５４

豚肉の家計消費割合、１㌽上昇し５０％
１８年牛肉は同率の３１％

需
要
減
退
で
弱
も
ち
あ
い

畜産物需給見通し畜産物需給見通し


